


."占

エネルギ集中型多層骨組の耐震設計
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第 1章

序

耐震設計で最も重要な|問題は、地震によるi1l物への仰m効来、およびそれに対する他物の抵抗をい
かに評価するかという E主である。現在、広く行われている耐震設別法は、地震によるi1l物への荷量効

果を償性カとして評価し、これを地農水平力としてi1l物に作用させ、この時のm.uの l~i}_lt (応力)が

必要な強度(許容応力皮)以下になるように:ll1:iilするような、いわゆる強度設計法である。現行のi1l

築基準法の一次設計がこのような設計法の範幡に入る。一方、地筏によるi1l物への荷m似~*をエネル

ギとして評価し、地震入)Jエネノレギとi1l物のエネノレギ吸収能力を対比することによる耐緩設計法1)が

近年注目されている。

エネルギにお目した耐震設言|法は、地震による建物への総エ才、ルギ入力(地箆継続時間中に地物に

入力されるエネルキ'の総量)が、主として地物の総質量および一次回イI周期lに依存するJlo'i古に安定し

た量て'あるという事実にi基づいている。また、地震による建物への総エネルギ入力は、i1l物により弾

性振動エネルギ(運動エネルギと引い性歪エネルギの平n)、什組の則的変形により吸収されるエネノレギ

(探積塑性歪エネルギ)、および骨組の塑性変形以外の減哀効果によって消1'iされるエネルギ (減哀エ

ネノレギ)として吸収される。したがって、骨組が極限地震によって似傷を受けても倒民しないための

条例は、 一つの層が倒域に至るまでに旬制l全体が吸収し得るエネルキ'がltIl践による総エネルギ入力

を上回ることとして与えられる。

エネJレギ論に基づく耐震極限設計法の課題は砕くの三点にまとめることができる。

1 地震によるエネノレギ入力の特性およびその定量的犯健

2 地震入力エネルギの骨組の各局 各部材による吸収量の分布の制御

3建物各部のエネルギ吸収能)}の罰'価

入力地震動を支配する要因としては、震源特性、震源からの距離減哀特性、i1l物の立地恨の地鍛特

性などが考えられており、数多くの研究が行われている。これまでに記録されてきた地ぷ面て'の強

震記録も、これらの要因の影響のもとに伝illされたものである。また、建物に凶筏影響を及ぼすの

は建物の基礎部における地震動の特性である。したがって、これらの強緩記似の特性を抱鐙するこ

とは入力地震動を評価する上で非7古に重要である。これらの強震記録をfllいた多くの，~illi性応答解

析の結果、地震によって雄物に投入される総エネルギ入力は、地鰻'liIJが極めて不規則性の強し、現象

であるにもかかわらず、主としてi1l物の総質鼠および一次固有}.')IJQJに依存し、 ill物の府数('i.'t点数)、

各j輔の質量分布、剛性分布、強度分布および復元力特性の形態によらない非11tに安定した量であるこ

とが明らかになっている。そして、総エネルギ入力の等価迷j立の刷JQJ特性は、 xii周WJ領域では周期に
比例して榊大し、やや長J.'iJJ伺領域では周期によらずlまぼ一定となる Biーlineal型で表現できることが

わかった。地震による総エネルギ入)}の~~価速度は最大速度応答スペクトルと定性的にも定量的にも

極めて密接なl剥係がある。このことから、最大応答スペクトルについて得られた知見は総エネjレギ入

)}の特性を把握する上でも有用であると考えられる。i1l築基準法における地震力は、加l迷皮応答スペ

クトルを基礎とした地震沼せん断力として規定されており、その地盤特性および}Ii]JQJ特性は振動特性

係数九として評価される。これを等価なエ不ルギに換算すると上記の総エネJレキe入力の士事価i車J.ltの
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周期特性と符合するので、設Bl-JIlの総エネルギ入力はiJl築基準法の地緩肘せん断))係数と向織に設

定できることになる。

極限地震の下での多府骨組における累積塑性交エネルギ(損傷)分布は、主として各脳の降伏せん

断))係数分布に依存し、降伏せん断力係数が他の届に比べて小さい層に銅器3がW，'I.'することが明ら

かになっている。 一般には、特定の胞に鎖傷をW，'I'させることは、建物のjuj境を早めるとして否定

的に与一えられており、損傷を特定庖に集中させないための条例ーにl泊する隙々な研究が行われている。

建物が吸収しなければならないエネルギが各府に均等に配分されるならば、各周に生じる慣傷は少

なくて済み耐震的に有利である。しかし、各層の娯積盟1性まEエネルギ分布は降伏せん断力係数分布に

極めて敏感で、降伏せん断力係数分布のわずかな変動でも黙松宮~j生歪エネノレギ分イhは大きく変動し、

また入力地震動の特性によっても微妙に変動し、さらに災際のiJl物の場合には、材料強J.rtのばらつき

や二次部材の彫響などの要因のため損傷の均等な配分を災現させるのは凶難である。そのため、実際

の構造設計においては、各厨に対しである程度の恨傷集Eドを見込んでおかなければならなし、。このよ

うな唱え方とは逆に、損傷のW，'I'を積極的に利JlJ1ることも与えられる。特定府に総エネルギ入)Jの

大部分を集中させることは、その腐の降伏せん断力係数を他府に対し相対的に小さくすることによ

り比較的簡単に実現できる。その場合、エ不ノレギの集中する庖のエネルギ吸収能力と極限地震による

総エネルギ入力との|則係を耐緩安全性の観点から十分配慮寸れば、その他の厨に対するエネノレギ吸

収に関する耐震的配慮を軽減でき、またill物のjJjj地機構を特定できることになり、合連的で明快な摘

造設計が可能となる。

鋼ぷMは一般に、応部座屈、全体座屈、およひ'高軸カによる耐)J低下を排除することができれば、

塑性変形能力は極めて高く、エネルギ吸収能))の大きな材料であり、その復元プJ特性も非常に安定し

た履歴を示しでほぼ完全弾塑性型と見なすことができ、エネルキ'吸収能力の定量的な評価が比較的

容易である。秋山らはエ早ルギ論に基づいた耐震極限設計における骨組のエネルギ吸収能力につい

て、鉄筋コンクリート逃、鋼構造および鉄骨鉄筋コノクリート誕生を対象に、 'ït組梢成m~材のJì1調加7)

下の荷重変Jf<関係を特徴づける諸量を定量化し、任意の繰り返し加lカ下の彼元))特性とljl剥加l力下

の荷量変形関係を対応づけている 1)。また、日刊材挙JVJを)，1;にして何組のエネノレギ吸収能力を算出する

ための簡便な略算法を示している。

本論文では、これらの特性を踏まえ、骨組中の特定の府に極限地震による総エネルギ入プJの大部分

を吸収させる構造形式を対象として論じる。本論文1:1.1では、このような榊造形式をエネノレキ・集中型構

造(エ不ノレギ集中型fi制1)、エネルギを吸収する特定の府をエネルギ吸収削、告制1'1'のエネルギ吸収

庖以外のj百を一般腐と呼ぶことにする。

エネルギ吸収層のみで総エネルギ入βの大部分を吸収させることは、エネルギ吸収居のlrriJ.l(を一

般層に対して相対的に低減させればよい。さらに経済性を満足させるためには、エネルギ吸収届の降

伏せん断力係数をできる限り小さくしなければならなL、。そのためには、エネルギ吸収胞に通常のft

組以上のエネjレギ吸収能力、つまり大きな塑性変形能力が必要である。また、エネルギ吸収府の府IIll

変形も大きくなるため、通7itの骨組では特に配慮されていなかった問題が顕在化す一る。このような問

題として、 P-ð効果により耐力が劣化する問題や、鉛iJ'[柑~TIìを文える住を!l'1性変形させた場合に鉛l立

耐柑J能力カ吋民下す一るlilj題などを挙げることができる。さらには、エネルギ吸収能力が極限地震による

総エネルギ入ブJを上回っており耐緩安全性が保討されている場合でも、地銀終了後に大きな残留変形

が残ってしまえば、次の地震に対するエネルギ吸収能力が大幅に低下してしまうという問題もある。

これらの問題を解決するためには、補遺形式を工犬する必要がある。これらの車市|ーは次の項目にまと

めることができる。

l エネルギ吸収府で総エネルギ入力地震の太郎分を吸収する

2. P-d効果に抵抗する剛性を付加する
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3鉛直荷量を支える枝は極限地震時にもi)iiil'l飽凶に留める

4 地震後の残留変形を抑制する

これらの要件を満足する構造形式として、エネルキ'吸収府に二i三構造体とは別にエネルギを吸収さ

せるための部材(あるいは談世)を設けるような構造形式を挙げることができる。通常の刊剥lでは主

構造体が極限地震時の入力エネルギを吸収しなければならないため、各部材は強度と 2'11性変lfi; íì~)]

をバランス良く備えていなければならず、情造投ITIの白山j立は大きいとは百えない。しかし、塑性歪

エネノレギを主椛造体で吸収する必要がなくなれば、主情遊休の構造Jltjlの!':li十11立は飛紐的に大きく

なる。本論文中では、エネノレギを吸収させるための部材あるいは笈iaをエネルギ吸収要素と呼ぶこと

にする。

エネJレギ吸収庖においては、エネルギ吸収要素は大fiil分の地震入力エ不ルギを吸収する~ぷであ

り、耐震上最も重要な部材である。そのため、エ才、ノレギ吸収要索は、大きいエネノレキ'吸収iiE)Jを持つ

軟鋼や減衰性能の大きい粘性体などから榊成されることになる。鋼材をエネルギ吸収要点としてm
いる際には、エネルギ吸収能力を十分発婦させるために械法を工犬して似j芋比、細長比、納)J比など

に十分な配慮をする必要がある。一方、主構造体は極限地震においても仰性範凶に留まり崩剛性を

権保する必j¥iがあるため、予知される大きな水平変形に対しても P-o効民による劣化を防止するため

所要の剛性と弥Ultを付加しておかなければならな~'0このことは同時に、一方向に塑性変}fi;が偏る
のをwぎ、応答変形、特に残留変形を抑制する役富I}も*たすことになる。つまりエネルギ吸収脳は、
剛性が小さく降伏変形の大きな主構造体と、相対的に剛性が大きくエ早Jレギ吸収能力の尚いエネノレ

ギ吸収要素との言わば柔剛混合の構成となる。そこで、本論文で扱うこのようなエネルギ集中型構造

をエネルギ集中型柔剛混合構造と呼ぶことにする。

エネルギ集中R1iを柔剛混合の構成とすることについては、 IXのような利占を挙げることができる。

i エネルギ吸収層以外の一般胞への入力エネノレギが大幅に低減されるため、強震時に一般届を事ji

性に留めるための設計が符必である。

2損傷を受ける官官位を的開:に予測できるので、設計上の対策を講じやすくなる。

3. ~Hの性質を最大限に活IHする設計が可能である 。 例えば、主椛造体には塑性変形íìUJは小さ

いが強度は大きい高~GブJ鋼をlTlい、エネルギl吸収襲来には大きい塑性変形能力を待つ軟鋼をm

いるような構造設引が可能である。

4 主構造体は塑性変形能力を確保するための隙々な束縛(幅j享比制限、保有耐力接合など)から解

政されるため、補遺2宣言|の自由度が期す。

5 主情造体の剛性がエネルギ吸収要素の変形の偏りを抑える働きをするので、エネルギ吸収要ぷ

のエネルギ吸収の効瑠がよくなる。

6 損傷を受けたエネルギ吸収~索のみを取り位えるなどして補修することにより、構造物を鎖傷

を受ける以前の状態に戻すことができる。

以上の利点を考えると、構造物中にエネルギ吸収脳を設ける場合にはエ不ノレギ吸収R習を柔剛泌合の

構成とすることは不可欠とさえぎえる。

このようなエネルギ集中型構造の代表的な例として、免震構造や制緩締迭を挙げることができる。

免震情造 ・制緩構造については既に多くの研究が行われ、実施例も数多くイF在している。このこと

は、エネルギ集中型構造が耐震構造として成立することを意味する。しかし、免震情造および伽l震

構造は用いられるエネルギ吸収OJl'索の積類で細かく分類されることが多く、エネルギMJ:Iド型補迭と
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して統一的に論じられることは少ない。このことは、現在災現されている免震情造や制疫機造など

のエネルギ集中型機遊では、あらかじめ使用するエネノレギ吸収支~A~が決まっていて、そのエニ干、ルギ

吸収要素を用いて骨組全体を設3けるという手町iでx際の設計が行われているそ1.怖を反映している。
現.(Eでは様々な性能のエネルギ吸収要素が日々新しく開発されているところであり、エネノレギ吸収12

紫にl則する伎術は成熟したものではなく、エネルギ吸収12:素の選択の師は小さい。今後、エ早ノレギ吸

収~ぷに|則する技術が成熟して、必要な性能を持つエネルギ吸収12~を â9:;ì!--/.'í'が臼 I力に i並ぶことが

できるようになれば、現在免震構造あるいは制緩機造と呼ばれている榊造形式を知lかく分類するこ

との意味は薄れてしまい、エネノレギ集中型構造として統一的にとらえるような与え方が軍要性を憎

してくるとJ智えられる。なお本論文では、エネノレギ吸収要点として能動的な制御を行うタイプのエネ

ルギ吸収~奈は扱わないものとする。

本論文では、免震構造や制緩摘逃といった特定のタイプのエネルギUl'i'型精進を対象とするので

はなく、骨組中の任意の九百にエネノレキぜ集中府を持つような一般的な柔剛混合エネルギ集中型構造を対

象として、その設計条件を切らかにしている。本研究の目的は、柔剛混合エ才、ノレギ集中型構造にエネ

ノレギ論に基づく耐震極限設計法を適用することができることを示し、さらに付随する課題の解決を

図り、このような械造形式の耐震設JI法を提案することである。

本論文は、この序章を合め全日常で精成される。以下に、各_!，!.の倒裂を述べる。

u¥ 2~'i'tでは、エネノレギ論に基づく耐震極限設計法に l則する既伎の研究、およびエネノレギ集中御構造

にl到する既往の研究について紙説し、本論とのl刻わりについて論じる。

nn章では、エヰノレギ;!tlド型柔剛混合繊迭の地緩応答をエネルギ論に基づいて予測する方法につ
いて論じる。

第 4-r;!:では、エネルギ集中府の主相の全体st屈現段について実験的に宅娯を行い、エネノレギ集中府

の主柱の全体座屈による終局状態について論じる。

第 5:(j'.tでは、 U¥3，4:r:;:で示したエネルギUl'i'型械造についてのセE'i'iを総合して、エネノレギ集中型
柔剛浪合情i宜の耐震設計法を従来し、 L、くつかの例泌を解くことによって悦楽した設計法の叉当性を

検討する。

第6litでは、前章までの論証を下に総指を行い、今後さらに検討するべき謀総に言及する。



第 2章

既往の研究

2.1 エネルギ論に基づく耐震設計理論

2.1.1 エネルギ論 の背景

地震による他物への荷1Ii効呆をエネルギとしてとらえる考え方は、歴史的には 1937年の棚矯及び

1956年の IIou51】erの研究までさかのぼることができる。棚締はパルス的な模擬地震動に対する構造

物の弾!l'1性解析に基づき、構造物の間有j品j切が地震動のl;!越周JQJの近伐にある場合には地震動のl丑

大速度の 2乗が破境カの術様になることを示し、 ill物の地震に対する抵抗性能は吊j泌までに吸収す

るポテンシャノレエネノレギ(抑性ひずみエネルギ+塑性蛮エネルギ)で去されること、及び水平震度が

ill物の固有JIi]J切に依存することに言及した。Housnerは弾性系の迷J.!!応答スペク トルを用いて泌物

の応答に帯与するエネルギ入力の総量を定量化した。そして、世ií~il性系の損傷に寄与するエネルギ

入力の総量は弾性系のそれと一致するとLづ仮説を立て、実際に震;日を受けた椛.il!i物についてアン

カーボjレトや筋違材の盟i性変形から!l'l性歪エネルギをJr知寸ーることによってこの仮説を裏付けてい
る 。 なお、これらの構造物では復元;JJ特性がスリップ型となるため、卦i桜塑性変J~と見かけの塑l性変

J~が等しく、塑性歪エネルギの定量的な把担が容易であった。

スリップ型よりも一般的な復元カ特性である完全弥1m性型の復元力特性に対して、 VelesLos，Newmark 
は最大応答変形と降伏変形の比で定義される量である盟l性率 (dllctilityfactor)の紙念を導入するこ

とによって、地震時の般大応答変位を予測しようとした。そして、前i性系の最大応答変形に対する完

全弾塑性系の政大応答変形の比率の上限他が完全抑塑性系と弾性系における見かけの歪エネルギの

等価性を仮定することにより推定できることを、 1~百点系の応答解析結栄によって示した。 Vcles l..os ，

Ncwmarkのこのような与え方はポテンシャルエネルギ7f.価説としてその後の耐震設計に大きな影響

を与え、現行法の二次設計法もこの考え方を踏製している。しかし、 Vel田 1，05，Newmarkの研究で

は、最大応答変形量を現象的にとらえるための一助としてポテ Jシャjレエ早ノレギの等価性という仮定

を用いているに過ぎず、地震によるエネノレギ入力および構造物の吸収エネルギを量的に間銀しようと

したものではなかった。

ewmarkの研究以来のポテンシャルエネルギ等価税は、現行の建築基準法の二次設計にも取り入

れられている。建築基準法の二次設計における保有耐力と塑性変形能力の考え方は、総エネルギ入力

と建物のエネルギ吸収能力との等価性を背景としており、構造物のエネルギ吸収鼠の舟標として柵

造特性係数 D，値が導入されている。この D，値は、集権の形式によりとるべき他が投定されており、
塑性変形性能の大きい梨機ほど所要強度を低減できる、すなわち D，1直を低減できることになってい
る。現行の建築基準法では、この D，.イ置が塑性$との関係で与えられているため、型l性7容が耐震設計

において極めて重要なパラメータとなっている。しかし、地震荷主がきわめて:::(~m~1j性の 5郎、繰り返

し荷重であることから入力地震波の胤波数特性や構造物の復元)14守的ーなどの~凶により塑性率は非
常にばらつく値であること、及びスリップ型の復元カ特性を持つ場合を除いて必ずしも塑性率とエネ

ルギ吸収量との関係は一義的ではないことを考えると、型l性E容は耐震設計のパラメータとしては妥

当性にやや欠けると思われる。

このような考え方に対して加藤 ・秋山らは、 1'i'1点系およひ・多質/1.系について数多くの弾塑性応答
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解析の結果から地震による摘造物への総エネルギ入力の特性を明らかにして、 m物への入)Jエネル
ギそのものを対象としたl耐震設計理論を展開している 1)。それまでに、地震動の4'J性に附する研究か

ら震源特性、距離減衰特性および地盤特性などの因子の地震動への~瞥がかなり明らかにされつつ

あかその研究結果をもとにした設計用の応答スペクトノレ、特に述!立応答スペクトノレの悦楽は数多く

なされていた。 また、 f辛抱1および構成部材の明性変形性能の評価に!刻しでも、数多くの~験的研究お

よび解析的研究がなされてきた。しかし、地震動の特性に闘すーる研究では地主要によるm物への街宣効
栄を明確にエネルギとしてとらえる観点に乏しいため、地震によるm物への判J重効果と骨組のエネ
ノレギ吸収能力との関係は唆昧なままであった。 これに対し、地震による {"Íili~iJ民をエネノ~，ギとしてと

らえる加藤・秋山らの耐震設計理論では、骨組が保有寸る盟l性変形性能と地震が:i'ifiの効呆とをエネノレ

ギとして比較することができるため、骨組のエネルギ吸収能力が地震による総エネルキe入力をどの

程度上回っているかで什組の耐震性能を明確に定義することができる。このような利点があるため、

現在ではエネルギ論に基づく耐震設~t.~論は設計街針などにも取り入れられるようになっている。

さらに多層骨組においては、骨組への入力エネルギの総量だけでなく、各府へのエネノレキ・の配分が

問題となる。現行の設計法では、特定府に鍛傷が集中してしまうのを遊けるために、剛性率と偏心本

に制限を設けている。現行の剛性Z事の規定に従えば、各府の剛性分布は強度分布におおむね比例する

傾向を示す。しかし、損傷分布と剛性率や偏心本との対応は直後的なものではないため、各部位の製

性変形能力が妥当なものであるかを正搬に訓z価することは困難であり、過大な安全串が見込まれてい

る司能性もある。この点にl刻してエヰノレギ論に基づく耐震設計理論においては、応答解析結果などに

基づいて強度分布や剛性分布と倒傷分布との関係を定式化し、骨組の各部位で必要となるエネノレギ

吸収能力を疋慨に評価しようとしている。

2.1.2 エネルギ論 に基つく耐震設計理論の概要

エネルギ論に基づく耐震設言|理論では、 71制l内の各部位は吸収廿るべきエネノレギをよ回るだけの

エネルギ吸収能力を備えなければならないという方針になづいて設引を行うことになる。そのため

には、地震動による入力エネルギについて次のニ点を評価する必要がある。

・総エネルギ入力

-構造物内での各部位への吸収エネルギの配分

以下に、エネルギ論に基づく耐震設計理論でこれらのこ点をどのようにZ平価しているかについての

倒要を述べる。

(1) 構造物への総エネルギ入力

多層骨組を多質点振動系にモデル化すると、地動外乱を受ける多賀点振動系の巡動方位式は次の

ようになる。

[M]{y) + [C]{)j) + {Q(y)} =一[M]{J)i

ここで、

[M] 質lilマトリクス

[C] 滅哀7 トリクス

{Q(y)) 復元ブJベクトル

{y) 相対変位ベクトル

地動加速度

(2.J) 
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である。

地動継続時l聞を to とし、 (2.1) 式を地車b終了時におけるエネルギ応答のJ~で評価すると次の式を

得る。

Wk + 14'，. + 14'， = E (2.2) 

ここで、

川 =f{川 M]{y}dt

川 =fowlclω}dt

叫 =fiuMY)M

E=f{ν}T[M]{I}Zdt 

であり、 Wkは迎動エネルギを、 14'" は減去による消費エネルギを、 14'， は~l性歪エネルギと liìi性エネ

ノレギの和を、 Eは地震による振動家ーへの総エネノレギ入力をぷわす。W，に含まれる弥凶エネルギ分を

Wkに加えたものを 14'，とし、 W..に含まれる塑性歪エネノレギ分を Wpとおけば、 (22)式は次のように

Eくことができる。

。
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(2.4) 

この (2.4)式中の Veはi樹立の次元を持つ量であり、エネノレギ等Id5速度と呼ぶ。 (2.4)式より、エネノレ

ギ等価速度 Veは次式で表される。

Ve =品 (25) 

(25) 式は、エネルギ等価迷j止 VEが、構造物の規投に依イF しないような}~での総エネルギ入力 Eの

表現であることを意味している。

l 質<!ã系および多賀点系について数多くの到i~l性応答解析の結県から、振動系への総エネノレギ入力

E(エネルギ等価速度VE)について次のことが切らかになっている。

i総エネノレギ入力を支配する基本パラメータは、総物の総質量Mと一次固有}.'iIJQITである。

2. VE-T関係は、短周期領域では Tが大きくなるにつれて Veはほぼ線}~的に大きくなり、 Tが大

きい領域では Veはほぼ一定のレベルになる。

3 完全車ji盟!性系の総エネルギ入力は、型l性変形量に依存する ~ii性国有}IiIJQJよりも長い朋JUJによっ

て特徴づけられる。

4 完全弾塑性系の Ve-T関係は、減京定数 "= 0.1の前i性系の Ve-T1刻係から惟担IJできる。ただ
し、短期j羽領域では前者は後者より1.2倍程度大きくなる。

5 一つの地媛動による総エネルギ入力は、 l質点系への総エネルギ入力と本質的な差異がなく、

一般の建物への総エネルギ入力は J~質点系への総エネルギ入力で代表させることができる。
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6 総エネルギ入力は、各肘の質量分布、剛性分布および強度分布による影響は小さし、。

7 耐緩設計の観点からは、総エネJレギ入力は各層の降伏せん断力係数分.(IUl'lの段小値αm川にもよ

らない値であると考えることができる。

8. !.I!物の倒演を論じる場合には、上下動によるエネJレギ入)Jは水平JVJによるエネノレギ入)Jの高々

12%に過ぎず、事1¥似し得る震である。水平地動については、てプr，:iI白Jのエ早ノレギ入力の総和;が一

方向のみに入力されるとA智えれば、 卜分安全側の:lf価となる。

以上のように、振動系への総エネjレギ入力は総物の総重量とー次固有j品卸jのみによって定まる安定し

た量で、 Ve-T関係より評価できることになる。以下では、この Ve-T関係を Veスペクトノレと呼ぶ。

エネルギ入力に基づく耐震3宣言|理論では、どのような Veスペクトノレを設計にmいるかということが
構造物への総エネルギ入力を決定する上で霊安になる。

(2) 構造物内での損傷の配分目1)

最も現実的なせん断型モデルを対象にして、!.I!物に投入された総エネルギ入力が骨組各部へどの

ように配分されるかについて次に示すような点を明らかにしている。

I 各府の復元力特性が完全5iil~1性型の場合、各;.viの以積塑性変Jl' 1丹 LjJは各府の降伏せん断)J係数
の分布のみに依存する。各府の累積盟l性愛J~l古都が等しくなるような降伏せん断力係数分布を

段通降伏せん断力係数分布と定義し、その段通降伏せん断力係数分布は各府の高さのl対数とし

て単一の曲線で表すことができる。

2一般の降伏せん断力係数分布の下での損傷配分則は、基準状態との対比において求めることが

でき、簡単な数式で表現される。

Iについては、試行錯誤的な地震応答解析を行った結集、各層等質虫の N}(1多Jf?ji!J組の最適降伏

せん断力係数分羽市7として次のような式が錠楽されている。

( 1 + 0.5x (0壬Zく 0.2)

a; = ~ 1 + 1.5927x -11.8519，，2 + 42.5833x' (2.6) 

1 -59.4827x' + 30.1586x5 (0.2壬x< 1) 

i-1 
ここで、x=N

多層什組の各屈がほぼ一様に塑性化するような各府の強度分布を従来した研究は他にも数多くある

2，3)が、 (2.6)式の結*はこれらの研究による結集と矛盾するものではなく、ほぽ同じものとみなす

ことができる。

通常の設計による多層伯組lにおいて地震による各府の掛傷分布は、多くの祭主調査および地震応

答解析の結果、相対的に強度の弱い層に損傷が*'1'することがり]らかになっている。そこで2につ

いては、各層の損傷 Wp;の分布のこのような傾向を3干価するための式が次のように能楽されている。

監iー」丘二 (27) 
日ん N 

rE:S3r 
J=l 

ここで、

N N 

川和層の質量，M=乞mi，Wp =::乞叫
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S; = (かrU~)6;' 
k; :)，fii府の剛性

Pi =α;j(α，6;)) 

( 2.7) 王.I:;~'のパラメータ p; は、実際の降伏強度の分布と段通降伏せん断力係数分布とのずれの大きさ

を表しているので、 (2.7)式は最適降伏せん断カ係数より小さい降伏せん断力係数を持つ府には狐傷

が集中し、最適降伏せん断力係数より大きい降伏せん断ノJ係数を持つ胞には凱傷が生じにくいとい

う傾向を表現していることになる。また、 (2.7)式中のパラメータ 71は、実際の降伏せん断力係数と

最適降伏せん断力係数の隔たりに対する倒傷集中の敏感さを表現するパラメータである。この η を

劉傷集中指数と名付け、加傷集中の起こりやすさの目ゑーとする。この 71の値が大きいほど損傷集中

が起こりやすいことを意味する。このI:fl傷集中指数 nの具体的な仙として、秋山は相一降伏型の骨組

についてη=12という他を提案している。また、この nの値は p，の他に依存する傾向があり、参与一
文献4)では次のような値が提案されている。

71 = 6 + 23P1 (28) 

骨組の損傷分布については、さらに次のこともり1らかにされている。

-非情造材の耐震性を支配する最大府|出変位は、持:積塑性変形鼠との関係式としてj1'価できる。

- 一般の弥塑性型の復元力特性を持つ完全iJiilril性系への註換法、 J~なる復元力特性が混在する系

の損傷分布、出lげ変形が無視できない系の鎖傷分布を明らかにしている。振動がねじれ成分を

含んでいる場合、骨組内部の損傷分布はねじれにより大きく影響を受ける。

2.2 エネルギ集中型構造についての既往の研究

地震時に構造物に入力されるエネルギを柵造物内の特定の部位で吸収させるという構造形式は、大

きく次の三通りに分類することができる。

l 柔剛混合ラーメン構造

2 免震構造

3制緩構造

以下では、これらの構造形式についての既往の研究結栄について簡単に述べる。

2.2.1 柔剛混合ラーメン構造

信組の耐震性を向上させる手段として有効な方法の一つは、岡rJtlの見なる要素を骨組中に混在さ

せて骨組のエネルギ吸収能力を場大させることである。この場合、剛性の高い~紫を弾塑性型の復

元カ特性を持つものとすると、この要素に塑性歪エネルギが集中するので、この要素に十分なエネ

ルギ吸収能力を付与すればエネルギ吸収能力の大きい刊組となる。このような構造形式の例として

は、スリッ卜耐震壁と呼ばれる塑性変形能力に優れた剛性の高し、耐震壁をラーメン内に組み込むO<J')

などを挙げることができる。秋山は、このような剛性の高い部分と低い部分が混在した構造形式を

「柔剛混合ラーメン構造」と呼び、エネルギ論にま毒づいた耐震設計法に基つ'いて耐震的構造計画の可
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能性について論じ、理惣的な構造形式の一つであると結論づけている。本論文では、剛性が高くエ早

ルギ吸収能力に優れた要紫を剛要素、剛性が低く強度の~]j t 、安井さを柔'æ#と呼ぶことにする 。 これら

のこつの要紫を併存させることの利点として、次の三点を挙げることができる。

l周の振動が偏りの少ない安定したものになる

2骨組の来たす役割を各要素で分担す一るので、明快な設計が可能となる

3構法を工夫することによって、エネルギ吸収要素を取り主主えるだけで強震時の倣備を修復する

ことができる

lについては、その理由として弾性的な挙動をする柔要ぷが常に府の変位を抑えるような復元カ

を発輝していることが挙げられる。そのため、府全体として正負両側への変形の偏りが少なくなるの

である。またこのような場合には、銀積変形最と最大変JfH丑との聞に明快な対応関係がある。実際

に、各庖が二積類の剛性を持つ部位から椀成される通常の骨組に対して、正側の探積鎖性変形倍率

'1+， :c!租uの累積塑性変形倍率'1-，If:Cl両側の封;杭塑性変形倍率の平均値可(=(η++η一)/2)，Jf負両側
の最大型性愛j~倍率戸のl剖に次のような関係が成り立つことが示されている G) 。

'1+ 1η-'" 1，可/戸"， 4 (2.9) 

2 については、通'1;';の骨組の場合と比較して与えることにする。骨組の設日|では、 ~11i~!1寺におけ

る柱.m.筋かいの応答が各部材に許容される塑性変形量を結えないように設計を行う。通常の骨組
では、全てのt1"U材でバランスよく塑性歪エネルギを吸収するように、各部材の5ill.互と剛性を決定しな

ければならない。一方、柔剛混合型とする場合には、その府で吸収するべきエヰノレギを1ーベて剛姿紫

で吸収させて、柔要素は強震時にも弾性に留まるように~iil立を決定すればよ " 0 したがって、剛要素
には大きな強度は要求されない代わりに十分なエネノレギ吸収fìË:カが必要であり、柔要素には塑性変J~

能力は要求されない代わりに十分な5iiJ.lrが必要となる。

3は、建物の維持管理のコストという面での利点である。規伎の大きくないill築物では維持管理

も容易であるが、構造物の規模が大きくなればなるほど修繕は図雛になり、在i傷の補修にかかる費用

も飛践的に大きくなると考えられる。しかし、損傷を受けた部材だけを交換可能なようにしておけ

ば、損傷を受けた部材を新しいものに交換するだけで全く元通りに使用することができる。和田らは

このような考え方にll;づいた [，DamageTorelanL DesignJを徒系して、エネルギを吸収する部位と

弾性に留めるべき部位を分離して修繕を容易にすることの重要性を、様々な而から説いている7)。

2.2.2 免震構造

免震締迭とは、建築物を地盤から絶縁することによって構造体だけでなく他物の中の居住者や内

容物までも含めて大地震の被害から免れようとする械造システムのことである。他物を地盤から絶

縁する方法としては、古くから色々な提案がなされてきている的。絶縁システムを最初に従来したの

はJ.A.CalanLarie，叫で、 1909年のことであるとされている。彼の能楽は、構造体をil'l'石(雲母)の周

を介して基礎から隔離するというものであった。日本では 1933年の岡隆ーによる免震位、 1969年

の松下、 和泉らによる RoじkingBearing B"IIシステムなどの提案が積々なされてきている。しかし、

これらの健楽は大部分が実現していない。これは、従来された手法が技術的に災現の可能性が乏し

く、また工学的な信頼性が満たされていなかったためて'ある。

本格的な免震ill築が姥殺され始めたのは、機造物と地盤とを絶縁する機構として積層ゴムアイソ

レータが用いられるようになった 1970年頃からのことである。また、積層ゴムアイソレータを汗j，、

た免震情造では、積層ゴムアイソレータだけでは免震府の変形が大きくなり過ぎるなどの理由でエ

10 
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ネノレギを吸収1るためのダンパが併用されている。 A.1<' Chopraらは、多府1'1'*41のUlI)自の剛性を他

の厨よりも極端に小さくした Soft.First Story構造について応答解析に基づいた研究を行っている。

この So札 FirstStory構造について M.Fintelらは、復元ゴJ部材として不オプレンゴム、ダンパとし

て主住を用いる機造形式を提案した。また、 A.Popo汀， Jrらは SoftFirst SLory構造の突ill物(病院

建築)への適用にl却する研究を行った。

日本では欧米よりおよそ 10年巡れて免震構造の本他的な研究が始まった。 1979年より福岡大学

多国研究室において積層ゴムの研究開発が始められ、 1982年には臼本で初めて積層ゴムをmいた免
震住宅が建設された。その後もJI，'I古に多くの研究者や伎術省が積)(1)ゴムやダンパに附する研究を行っ
てきた。その結果、ここ数年のうちに免震機造をl*!flしたlJ!物は40を越え、現在では位界一の免震

建物保有国となっている。これらのほとんどの他物で何らかの振動実験が行われており、貴重な実験

データが数多く蓄積されている。そして、免震構造に関する研究の成果や数多くの実験データは、日

本悠築学会の免震構造設計指針としてまとめられている。

2.2.3 告IJ震梅造

制緩精進とは、地緩応答を制御するような性質または談世を付与された構造のことである。小剥

は、府Ij~星術造に必要とされる条件として次の 4 つの性質を挙げている 9) 。

l地震動のエネルギ伝達経路臼体を遮断する

2 地震動の持つ振動数;fI}から建築物系の固有振動数帯を isolat.eする

3 非線形特性を与えて非定時非共振系とする

4 エネルギ吸収機構を利JlJ1-る

そして、これらの性質を満たす制緩構造を、受動型(パッシブ型)、能動型(アクティプ型)、 及び前

の二者を複合させた複合型(ハイブリッド型)の三種類に分類している。

受動型制震構造は、情造物中にエネルギ吸収機構を設けることによって主櫛遊休に生じる地震応

答を低減させるような精進形式である。~動型制緩精進にJ日いられるエネノレギ吸収機構としては、弾
塑性ダンパ、属医擁ダンノ号、オイノレダンパ、スロッシングダンパなどが考えられ、これまでに様々な種

類のダJパが開発され実際にJTJいられている。免震精進も、免震庖に設けたダンパで地震による入力

エネルギを吸収させているという点では、この受動型制震構造と共通している。

能動型制震補造は、地震時にのみ電気エネルギなどを導入して情造物の性質を樹極的に変化させ

ることにより、主構造体の地震応答を低減させるような構造形式である。このような能動型制緩構造

は、制御力型と精進性能可変型のものに大きく分類できる 。 制御ブ'J~は構造物の地震応答に応じて付
加質量を動かすことによって構造物に制御力を作用させるものであり、構造性能可変型は構造物の地

震応答に応じて官官材の剛性などを変えてやることによって構造物に非線形性を付与して、上iAの 2

の性質を利用するものである。能動型制緩構造を実現させる上で.Iil:も重要な技術は、制緩装目立の制御

手順を決める制御アルゴリズムであり、制震精進に関して現在最も鈍んに研究が行われている分野で

あると言うことができる。振動の制御については憐械工学の分野でも既に盛んに研究が行われてい

るが、機械工学で用いられる制御理論をそのまま建築の制緩に適用させることはできなし、。それは、

制震設置が作用させることのできる制御ブJが制御の対象である処物の自主に比べではるかに小さい

という点で、総築の市j震と俊械の制振とは大きく異なっているからである。そのため建築物の制緩毅

置については、小さい制御力でいかに地震応答を低減できるかという点に111点を泣いた制御アルゴ

リズムの研究が活発に行われているのが現状である。
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圃且

第 3章

エネルギ集中型構造の地震応答予測

3.1 はじめに

近年、免震構造や制震構造などのように、 J'.f荷造体と分離されたエネルギ吸収型i..f:(あるいは談i泣)

を構造物中に設けることによって、地震時における主情遊休への負担を経減させるような情造形式に

ついての研究や開発が盛んに行われている。しかし、これらの研究の多くは、エネルギ吸収2l!..f:(あ

るいは装従)の世能に関するものが圧倒的に多数を，Iiめており、現段階ではエネルギ吸収:Nqある
いは技世)を用いた情造物に関する総合的な設計体系を十時築しようとする研究は決して多くはない。

本軍では、免震構造や似j震構造などのエネルギ!.Il'l' ll~情.ìiIの地援応答が、エネノレキ'吸収~ぷ(あるい

は装位)の酒類に依存しない手法によって予測できるかどうかを検討する。

木市では、エネjレギ集中型術進の形式をエネルギ_U::1j!JI日の位iaによって分itriして検gけを行う。具体

的には、地震応答予測と応答解析結*の比較 ・ 検討は、 l'百点系、すべてのWiにエネルギ吸収~訴を

備える多賀内系、および一部の廊にのみエネルギ吸収要訟を備える多:('I，I:lo¥系に対して行う。例えば、

高府の刊組をエネルギ集中型構造とする場合を与えてみる。この場合、 一つのエネノレキe吸収胞だけで'

地震時の応力を大幅に低減させることは、エネルギ吸収止~~~の能)J (符量、変1l'(jg)J)を4・えると凶

難である。また、すべての厨にエネルギ吸収益百点を設けることは、経済性やill築:il'i!!!iの 1，1;1.でも1I!pmが
生じてくると思われる。したがって、商問のi'HHをエネノレギ集中型構造とするためには、官制1'1'のい

くつかの腐だけをエネルギ吸収周とすることが与えられる。本立て'提案する耐接投JI法は、そのよう

な骨組にも適用することができるものである。

既往の多くの研究で示されているように、同リな炭素と采な要素からなるtj剥lでは地震時の応答が

比較的安定し、効率的にエネノレギを吸収できる。何組I，J-'のある府で吸収するエ早ノレギが大きいほど、

その府での変形の偏りが骨組全体の応答に及ぼす影響は大きい。そのため、エネルギ集'1'型構造にお

いてエネルギ集中府の振動が安定していることのifi2l!似は、通常の 'I~j 組の場合より b尚い。したがっ

て、エネノレギ集中腐を柔剛混合の械成とすることは不可欠である。 また、エネルギを吸収する~索が

主構造体と分離されていることには、従米の而ln建設百|とi1.¥ぃ4骨造物の使用性能がrlj]liIriに主E義てdきる
という利点もある 10，11)。

本立では、エネルギ吸収斐ポを組み込んだ1'1'組lの地緩応答が安定していることを地震応答解析に

よって確認し、そのような骨組の地震応答が安定していることを利川して、既往のエネルギ論に基づ

いた地袋応答の予測法を示すことを目的とする。

3.2 エネルギ吸収要素の分類

エヰノルレギ吸収主妥E索を持つ干旬i
れらはダンパやデパイスの3却効U功J井巣4を磁2認草することにとどまつており、地震応答を予測するまでには主っ

ていない。エネルギ吸収要素の有効性はこれまでの数多くの研究で卜分にi確認できたといえる。今後

は次の段階として、地震応答の一般性のある予測法を示すことが必'l¥'である。

骨組のιl'に、外乱による入力エネルギを吸収させるための要素を*Jlみ込む考え)iは、
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-骨組の塑性変形能力を高める従米の耐震設計

.免震構造

・制緩構造

のそれぞれの構造形式を考える中から出てきた。そのため、エネノレギ吸収襲来についての与え)jはそ

れぞれの摘造形式で多少異なっている。

従米の耐震設計の考え方は、 「地震によるfJ'*Jlへの入力エネノレギの一部を部材の卸性歪エネルギと
して吸収させることによって骨組に必要な弾性強度を低減させる」というものである。このような通

常の耐震設言|の立場から提案されるエ早ルギ吸収要ボは、通常の部材のエネルギ吸収飽)Jを飛協的

にt四大させたものと言うことができる。このような部材については、日正に様々な研究が行われてい

る。Al近の例としては、通常の鋼材で構成したエネJレギ吸収能力に優れた平面フレームを構面内に組

み込んだ柔剛混合第 l庖エネルギ集中型71組についての真瀬らによる研究第一層、低降伏点鋼{Jiを

組み込んだJ<型プレ ス及びX型プレースのエネノレギ吸収能力に関するイEJt-らによる災量生的 ・解析

的研究14 ， 15)、極低降伏点鋼で作成した II~目鏑位のエネノレギ吸収能力についての以らによる実験的研

究16)、などを挙げることができる。

免震構造は 「地面と摘造物を分離させ、構造物に地震{<1jillをイγF日させなL、」という)5.え)jに基づい

て考え出された構造形式である。免震柵迭では、構造物と地面との聞に水平岡l性の非常に小さいアイ

ソレータを設けて、地而と構造物を分離している。しかし、アイソレータだけでは地震時の変形が過

大になってしまうため、補助的にダ/パを設けて変形を抑えている。しかし、エネルギの観点から見

れば、極限レベルの地震動に対してはこのようなダンパはむしろ草要な役割を果たすことがわかる。

免震情造に使うためのダンパは、線々なものが既に従来されているが、大きく粘性型のものと履肢型

のものとに分類されている 17)。

市l震情造は、機械の制振を建築精進に応JIlすることから始まったと考えられる。機械の伽l震は弥性

応答を主として対象としている。そのためill築への応}!jも、居住性を向上させることを日的として風

荷lliなどによる微小振動を低減させることから始まり、その延長として地震応答を低減させるための

研究が現在活発に行われている。

このように、エネルギ吸収要紫はそれぞれの締造形式によって多少意味が災なっている。しかし、

地震動による外乱をエネルギ入ゴJと捉える観点に立てば、 L、ずれの構造形式のエネルギ吸収要素も

「構造物への入力エネルギの一部を吸収することによって、主構造に入力するエネルギを低減する」

という全く同じ役割を*たしていることがわかる。したがって、エ不ルギ吸収12ぷは惜i控形式によら

ず同じように扱うことができる。エネルギ集中型精進に}!]o、られるエネルギ吸収1!1;;Rを、その復元力

特性に着目して分類すると、

l 粘性型

2履歴型

の二積類に分類することができる。そこで、本論文ではエネルギ吸収要素としてはこれらの二種類の

復元カ特性を持つものを対象とする。

3.3 エネルギ論に基づくエネルギ集中型構造の地震応答予測

3.3.1 ヱネルギのつりあい式

本論文で扱うモデルでは、骨組lの構造滅荻はないものとする。これは、構造滅裂を定量的に;w価す
ることが災際には困難であるのが理由である。術進滅裂を無視することはエネルギ吸収要素が吸収

l3 
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するべきエネルギを過大に評価することにつながり、安全1JI~の評価を導くことができる 。

そのため、 (2.3)式の中の W"はエネノレギ吸収要求の粘性減荻によって消費されるエネルギのみを

表わすことになる。そこで、エヰルギ吸収要素が吸収するエネルギを Wα と ~~}くことにすると、 W"

は次のように表わすことができる。

Wa = W，，+ Wp 
(3.19)， (3.1)式からエネルギのつり合い式は

W，+ Wa = E 

と ~1 くことができる。

3.3.2 エネルギによる耐震性の評価

既に述べたように、構造物の耐震性を判断する指標は、

・摘造物の最大変形

-構造物のエネルギ吸収能力

(3.1) 

(3.2) 

の二点である。エネルギ諭に基づく耐震設計では、これらの指際もエネルギの点から評価することが

必要である。

図3.lfこ構造物のエネルギ応答の時刻肢を示す。横軸は地重h開始からの経過H寺聞を表わし、 tmは最

大変Jf;;の発生時刻、 toは地部Jの継続時間を表わ廿ものとする。縦軸は応答エネルギ量を表わし、 E(t)，

W，(t)， Wa(t)はそれぞれ、時刻 tにおける階造物への総エネルギ入力、機造物の世jl性振動エネルギ、
エネルギ吸収要素の吸収エネルギを表わすものとする。

上に述べた二つの指標をエネルギの点から評価するためには、

-最大変形を生じる時

-地震によるエネルギが構造物にすべて入る時

の二つの時点でのエネノレギのつりあいをそれぞれ考える必要がある。椛造物が最大変)[5を生じる時

五日t =t'm1地動終了時刻 tニ toにおけるエネルギのつり合い式は次のようになる。

W，(tm) + Wa(tm) = E(tm) 

W，(to)+W，α(to) = E(to) 

(3.3) 

(34) 

地動継続中の構造物への入力エ不ルギの長大値 E(tm)を正l確に評価することは、一般には困難で

ある。しかし、構造物の耐震性を|問題にするような高い地震入力レベルでは、総エ不ノレギ入力に対す

るエネルギ吸収要索の吸収エ早ルギの出l合は大きく、 4骨造物への総エネルギ入力は時刻tと共に単剃
に地加すると考えることができる。したがって、耐震悩を論ずる場合には E(tm)く E(to)と考えて

よい。そこで、 (33)式中の E(t.m)をE(to)に世き換えた次の式を構造物の段大変形に関するエネノレ

ギの評価式とする。

W，(tm) + Wa(tm) = E(t.o) (3.5) 

E(tm)をE(to)に置き換えてもよいのは、入力エネルギの過大評価は構造物の耐震性については安

全側の評価につながることが理由である。

エネルギ吸収能力の大きい構造物の弾性振動エネルギ W，(t)は、構造物の変形が最大となる時刻
t =tmにおいて短大となり、地動終了時刻 I.=toにおいてほとんど0となる。そこで、 (3.4)式中の

W，(to)をOとした次の式を構造物のエネルギ吸収能力に閲するエネルギの評価式とする。
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W，(to} = E(to} (36) 

W，(to}を0としてもよい理山は、予j¥性振動エネルギを官正視することはエネルギ吸収必ぷが吸収する
べきエネルギを過大に見積もることになり、エネノレギ吸収要紫のエネノレギ吸収能力については安全側

の鮮備につながるからである。

E 

E(to) 

ε(t，nJ 

tm 

一一- E(t) 

同作j

図 31エネルギ応答の時刻1ft(EI Cenlro NS， T = 3.05ec， h = 0.1) 
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3.3.3 最大変形量と累積変形量の関係

秋山は、柔側混合系では最大変形が生じる時刻 t= Lmにおける最大塑性変lE>iff<f"I'(みかけの盟l性
変形{古都の正主lï南側の平均値)と平均累積製性変形伯郡司(探積~l性変形倍部の正D両側の平均値)の

|凶に

') '" 4β 
(3.7) 

という関係が成り立つことを示している叫。このことは、他の研究でも確認されている6)。この (3.7)

式は、 4骨造物の固有周期にある程度依存すると考えられる 。 前者では一次固有!日 JUjが 1.0~3.0sc ， の

多質点系について、後者では一次固有周期がl.O-1.5secの多質点、系について、 (3.7)式が成り立つこ

とが破認されている。

この (3.7)式を、エネルギ吸収婆来の租類によらないぷ現に言い換えることにする。凶3.2に、最

大変}臨時に履歴型のエネルギ吸収~紫が錨く 1 }レープを示す。なお、正Diifoi側の変IE>はてす=しいものと

し、塑性変形倍率に換算してβであるとする。このとき、この最大変形時の 1}レープの聞におけるW!

積塑性変形倍率')1は何である。したがって、最大変形時の lループにおける平均累積塑性変形倍事

前は次式のように表すことができる。

fji = 2jl (3.8) 

(3.7)， (3.8)式より、地動開始から最大変形を生じるまで'の平均累積塑性変JE>it}<f1')と]i;:大変形を'.tじ

る1ループ聞での平均累積塑性変形倍率7jiとの|切に次のような関係があることがわかる。

') '" 2可了
(39) 

この (3.9)式は、地動開始から最大変JE>を生じるまでのエネノレギ吸収要索のエネルギ吸収量が最大変

形を生じる 1}レープ間でのエネノレギ吸収量のほぼ2倍であることを意味している。したがって、段

大変形を生じる 1}レープの聞の履歴型エネルギ吸収要点の消'1'iエネルギをsWと苫くことにすると、

(37)式の関係は

W.(tm) = 2sW 

と表わすことができることになる。この式を (3.5)式に代入すると

W，(tm) + 2sW = E(to) 

(3.10) 

(3.11) 

となる。本意では、この (311)式を政大変形髭にl刻するエネルギの釣合い式として応答の予測を行

う。この後、 (3.11)式による応答予測と災際の応答結巣を比較することにより (3.11)式の妥当性を

磁認する。
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図 3.2 最大変形を生じる 1Jレープ
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3.4 エネルギ吸収要素を持つ 1質点系の地震応答予測

本節では、エネルギ吸収~紫を持っせん断型の l 質P..系について、 Ijíj節に示した (3.11 ) ， (36)式を

用いて地震応答を予測した結果と笑際の応答結巣を比較し、 (3.11)， (3.6)式の妥当性を磁認する。

3.4.1 応答解析モデル

解析モデルを図 3.3に示す。解析モデルの骨組は萌i性に留まるものとし、質i立をM，ノ主主f剛性を k

とする。エネルギ吸収要素は粘性型、履歴型の二通りとする。F占性型エネルギ吸収要点の粘性減衰係

数を c，履歴型エネルキ'吸収要素の5iji性剛性を kJ1降伏lrril.立をαsとする。粘性減衰係数cは、粘1生滅

:tl'定数hを用いて

c= 2hMω (312) 

ともにけるものとする。履歴型エネルギ吸収要京の予ii性剛伯んは、信組の5iil1'E岡IJ性kとの比Kを!日いて、

ん=I<k (3.13) 

と書けるものとする。

この l質点系の弾性一次固有周期をT、1有担量動数をωとすると、

T = 2π~ (3 14) 

2π 
ω = T (3.15) 

である。

ここで、振動系の弾性限界強JJta，を定義する。弾性限界強度とは、 'I-I組が5iji性に留まるために必

要な最小の強度を意味する。エネルギにお目して考えると、灯組がiJiii性に留まる時には (32).式より

W，=E 

となる。この 1質点滅滋系の級大変形を Aとすると、

2 (α，M_q)2 
L仏 =-=-kA' =一一一一一一• -2.... 2k 

4π2M 
となる o k=rγ だから、 W，は

山 α~Mg2T2
山一-..， - 8π2 

と省くことができる。また、総エネルギ入ブ']Eは

E=jM時
である。 (3.18)，(3.19)式より、 a，li、次のように得られる。

27rVE 
α一一一ー-，- gT 

地震応答解析に用いる地震加1;樹立記録は

・ImperialValley地震 ElCenLro記録 NS成分(地動継続時間 53.8秒)
.十勝沖地震八戸記録 EW成分(地動継続時間 36秒)

(3.16) 

(317) 

(3.18) 

(3.19) 

(3.20) 

の二種類とする。それぞれの地震加速度記録の減衰10%弾性系のエネルギスペクトルを図3.4に示す。
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図 3.3 解析モデル(1質点系)
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3.4.2 地震応答予;JlIJ

(1) エネルギ吸収要素が粘性裂の場合

この 1 質点滅疫系の最大変}~を A とすると、

川町)=ド (3.21) 

となる。また、最大変形を生じる 1ループでの消費エネルギ企Wが、 EE1t振動下での iループ当た

りの消費エネルギと等しいとすると

ムW= 1TCωA' (3.22) 

となる。したがって、エネルギ吸収要素が粘性型の場合の (3.2)式は次のように書ける。

iむωA'+ 2 π町叩cωωAρk2~= i M υ (ロ3幻

このとき、盛大せん断力係数αmoxは、 (3.12)，(3.14)， (3.15)を (3.23)式に代入して盤現することに

より、次の式を得る。

kA 21TVE 1 
α ーーー一 一一一一一
同国一 Mg- gT .f口81Th (324) 

となる。さらにこの式は、振動系が弥性に留まるために必要な強度，，"((3.20)式)を月]e、て

αmo.:& 1 

27 涜寸言言
(3.25) 

と信くことができる。弾性限界弛tI.立αeのfj、味を考えると、 αmax/α.1;1:構造特性係数D，に相当1る誌
である。よって、 (3.25)式はD，値を用いて次のように怨くことができる。

D， =---;=ニー (3.26) 町、 1+ 81Th 

(2) エネルギ吸収要素が履歴型の場合

エネルギ吸収要素が履歴型の場合の伝大変形は、エネノレギ吸収w索の最大盟性変形倍率μで表わす
こととする。 μを予測する際には、正負両側の最大塑性変形倍率は等しく戸であると仮定する。この

とき、 (3.11)式は

ik{(β+州 '+2.cr，Mg.4的 =jMG (3.27) 

となる。ここで、

lMg 
o" =一一一 エネルギ吸収要素の降伏変位 (3.28) 
" ]{k 

である。さらに、履歴型エネルギ吸収要素の降伏強度引を、振動系が弾性に留まるために必要な強

度的に対する割合 Tで

αs =1αe (3.29) 

と表わすことにすると、 (3.27)式より戸は

]{' 
p. = V64]{' +山+す一 (8]{+ 1) (3.30) 

と表わすことができる。このとき、最大せん断力係数αmaxは(3.30)式より
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α k(β+ 1)0ν+α，M_q 
max - M.'l 

x - a，. 7' (1 +ヰ旦)

=h7(FFE7) 
と暫くことができる。よって、

← (FFE-7) 
となる。

ところで、 (333)式の右辺を 1'，1<の関数と見て、。D，/O7'= 0を解くと、

T 
r=一、/(64+ 16/1<)(15 + 16/ f{) 

(3.31) 

(332) 

(333) 

(3.34) 

という解を得る。この?の値を l'optとflくことにすると、 l'= 1'optのとき (333)式のイi(Lは極ノト他をと
る。モの極小他 D"minの値は

(3.35) 

と表すことができる。
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3.4.3 応答予測と応答解析結果の比較

図35に、粘性裂のエネルギ吸収要素を持つ i質点系の政大せん断力係数とエネルギ吸収要一点の粘

性滅京定数hの関係を (3.25)式による予測{lIIpO'ma.:r;と応答解析による応答倣αmaxにつ，~て示す 。 こ

の図によると、九三日 06ならば地震被によらず、応答他が (3.25)式による予測値を下回っているこ

とがわかる。

したがって、 1質点系に付加するエネルギ吸収:ll!紫の粘性減衰係数 cは、粘性減波定数九に換卸

して h>0.06という条例を満たすことが望ましい。このとき、最大応答は地震被によらず安定し、

(3.25)式による予測値を下回る。

図3.6-3.10に、履歴型のエネルギ吸収要素を持つ l質占系の政大せん断力係数と γの関係を (3.33)

式による予掴IH:I!pαmaxと応答解析による応答他αnta;r;について示す。なお、振動系への総エネルギ入

力の速度換算値 Veが Ve= 150cm/sとなるように、地動加速度記録に適宜倍率をかけてJIJいている。
この図によると、 f{> 3の場合に応答値が地E星放によらず安定していることがわかる。

上に示した結果より、エネルギ吸収安一栄を持つ I質点系の地震応答が予担IJ可能となる程度に安定

するためには、エネルギ吸収要素の性能がいくつかの条件を満たさなければならないことがわかる。

そして、エネルギ吸収要素がこれらの条件を満たすときには、エネルギによる地震時応答の;坪価式

(3.6)， (3.11)式は妥当であるといえる。

エネルギ吸収要紫を持つ質点系にl均して、本論文とは全く災なる考え方に基づく研究もある。石丸

は、新たに 「変形エネルギースペクトル」という慨念を提案し、そのスペクトノレに基づいて最大応答

イ症を予測する手法を示している 19) 。 石丸は、その研究の中で 「変J~エネ jレギースベク トル」 と総エ

ネルギスペクトルとの聞の関係も明らかにしており、石丸の徒案する方法は本論文で示している方

法と本質的には閉じものであることがわかる。また、浅野らは、免震構造の地震応答を)1:定常/ン・

ホワイトランダム過程ととらえてエネルギ吸収裂紫の諸元と地震時応答の関係を明らかにしている

20)。浅野らが示しているエネルギ吸収要素の諸性能と最大応答との関係の傾向は、本節で示す結果

と本質的に異なるものではない。
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3.4.4 1質点系の地震応答と最大応答スペク 卜ルとの関係

(3.10)式の仮定が妥当であることは多くの文献で既に示されているが、ここではさらに品一大応答ス

ペクトルに活目して (3.10)式の妥当性を施秘しておく。

最大応答スペクトルに対する滅裂の影響については、数多くの地震波に対して次のような近似式

が示されている21)0 

"々 1 v" 一一一 (α=10~20) 
So 1 +αh 

(3.36) 

ここで、

h 減衰定数

Sh 減衰スペクトノレ

S。 非減笈スペクトル

である。

ところで、 (3.36)式の左辺と (325)式の左辺αmo:cjO'eは閉じものを意味する。したがって、 (3.36)

式と (3.25)式は等しくなるはずである。そこで図 3.11に、それぞれの式の右辺の値を滅京定数 hを

償制lにとってプロットして示す。この図によると、両者はよい対応を示す。したがって、 (3.36)式と

(3.25)式は一致するということができる。このことは、 (3.10)式の仮定が妥当であることを示して

いる。

また、秋山は多くの地震応答解析の結巣から、 lllt滅装ー質点系の総エネルギ入力の述!互換1利直 Ve

と滅涯一質点系の損傷に寄与するエネルギ入力の速度換算値 VDとの比 VD/Veについて、次のよう

な値を提案している1)。

VD 1 

Ve - 1 + 3h + l.2Vh 
(3.37) 

この VDの意味を考えると、 (3.37)式はよiiliの (3.36)，(3.25)式と同様の意味を持つ値であるという

ことができる。そして図 311から、 (3.37)式の値も (3.36)，(3.25)式の値と同様の値をとることがわ

かる。
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3.5 全ての層にエネルギ吸収要素を持つ多質点系の地震応答予測l

本節では、前節に示したような l質点系の地震応答を予jj{11する手法を拡張することによって、全て

の崩にエネルギ吸収要素を持っせん断型多賀点系の地震応答を予副I1できるかどうかを検証する。 l'質

点系について行ってきた論証を多質点系に鉱娘するための手法としては、

・損傷集中指数を用いる方法

.モーダノレ・アナリシスによる方法

の二通りの手法を用いている。

3.5.1 応答解析モデル

(1) 骨組の設定

応答解析には、各居間にエネルギ吸収要素を備える階高の等しい Iスパン 5府什組を置換した 5

'i~点せん断裂多質点系モデルを用いる 。 また、骨組は1lt，減衰であり、エネルギ吸収~奈は鉛直JJを負

担しないものとする(図 3.12)。

各脳の質量は等質量m とする。

各層のせん断ばね定数分布ん/k1は各焔の降伏変位がー定という条件を設定して定める。ここでは、

各層のせん断ばねの降伏せん断力係数町は最適降伏せん断力係数分布古jl)に従うように定める。した

がって、せん断ぱね定数分布 k;/klは

αleii) .m，g 
kj 完 :百，(6-i) 
k1 ~ 5 
α12二mg

(3.38) 

j=l 

となる。ここで、最適降伏せん断力係数分布百7は(2.6)式で与えられるものとする。

(2) エネルギ吸収要素の設定

a 粘性型エネルギ吸収要素の設定

粘性型エネルギ吸収要素の復元力は次の式で表わされるものとする。

Fj = Cj . D.j (3.39) 

ここで、

F; 第 z庖のエネルギ吸収要紫の復元力

C; 第 z層のエネlレギ吸収要紫の粘性滅蕊係数

ム 第 z庖の層l国変位

である。ただし、以下では粘性減衰係数 Ciは次のように無次元化して減衰定数 hjとし7表わすこと

にする。

11; =!..i工，-47rM 
(3.40) 
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ここで、

T 振動系の一次固有mJJUI

M 振動系の総質量

である。

b. 履歴型エネルギ吸収要素の設定

履歴型エネルギ吸収要素の復元カ特性は完全弾塑性型とする。履歴型エネルギ吸収要素の復元カ

特性は、エネルギ吸収要素の萌i性剛性dkj，エネルギ吸収要点の降伏強度dO，で定まる。 dkj.dcriは炊

のように設定する。

dkj = f{、k、
dα-ηαeα， 

ここで、

f{j 骨組のせん断剛性に対するエネノレギ吸収要素の剛性の比

白 骨組が事il性に留まるために必要なベースシア係数

ri 事ii性限界，~tlJ(に対するエネルギ吸収袈紫の弥tlJ(の比

であり、 αeはとkのように定義されるものとする。

2πVE 
O'e =ヲデ

ここで、 gは重力加速度である。
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弾性要素

エネルギ吸収要素

図 3.12解析モデル

Q Q 

粘性l!:i 履歴型

エネノレギ殴収要素 エネルギ吸収襲来

図 3.13 エネルギ吸収要紫の復元力特性
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3.5.2 基本損傷集中則の拡張による応答予測

(1) 各層の吸収エネルギ分布の予測

札 エネルギ吸収要素が粘性型の場合

各府の燥大応答せん断力係数町を次のように表すことにする。

町 =α1汚7

ここで、

汚7 最大応答せん断力係数分布

このとき、各層の最大弾性エネルギ W引は次のように書くことができる。

W，・

I N 、
α?J百，21I:;mj I .'12 

2k; 

豆互豆竺歪~ (~ n1j i 
8π2 向 \ ~M J

4π2M 
ここで、向:;:;ki/keq1 keq =τ:γ 

(3.43) 

(1.44) 

各庖の弾性エネルギ Weiとえネルギ吸収援策の吸収エ早ルギ Waiの間の関係は、府間の最大変位

をAとするとー質点系の場合と同級に考えて、 (3.11)，(3.22)式より、

W.， 2πC;ωA2 8πhj 
W町一 1 一

~k;A2 

である。(3.44)， (3.45)式より、

Wai S~hi 

W" N 

2二が
i=1 

ザでー2(tr(か)
となる。この式がエネルギ吸収姿紫が粘性型である場合のエネルギ分布則を表わす。

b. エネルギ吸収要素が履歴型の場合

(3.45) 

(3.46) 

各層の復元力特性が完全弾塑性型である通常の多庖骨組について、骨組の各層の降伏強度から各

層のf員傷 Wpiを評価する式が次のように従来されている 1)。

監iー」丘二
Hら N

， 2:二明;n
(3.47) 
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ここで、

N 

レVp L:Wpi 
i;;l 

Si = (か)'(t，)ぜ
Pi 強度低減率(=町/(α1百i))

αg 第z層の降伏強度

" 損傷集中指数

Lゲドと Waiは同じものを意味するので、 (3.47)式がエネルギ吸収要素が履歴型である場合のエネルギ

分布目IJを表す。

柔要素と剛要素から構成される骨組では、在i傷u;~，指数 n の値が，，= 12よりも小さくなる場合が

あることが指摘されている22)。このことは、柔剛混合型の骨組で損傷集中指数として，，=12という

値をJIlいると、損傷集中を過大に評価してしまう場合があることを意味する。

柔剛混合型骨組の損傷集中指数日を定量的に評価するために、損傷集中を意図して特定の I胞の

みの強度を他府に比べて低減している 5質点系モデルをJm、た応答解析を行い、強度を低減させた府
でのエネルギ吸収率に着目して柔附混合型骨組のt負傷集中指数nを求めた。なお、各層の l¥jは等し
いとする。ここでは、損傷集中層の位也c及び各府の第 l岡リ性，kと第2剛性2kの比2k!tkをパラメー
タとする。弾性一次固有周期が J;砂であるモデルについて、結果を図 3.14-3.18に示す。その結集、

• t員傷u;中屈が貰i5居であるときの η の他は、 IJl傷集中庖が第 J，3周であるときの η の値より
も小さし、。

• 2kJt kが大きいほどnは小さくなる。

• r < 0.3では 7が小さいほどη も小さくなるが、，.~ 0.4では"の他はほとんど変わらない。

という傾向があることがわかった。

"の他は、損傷集中層の位訟や地震波の巡いによってばらつきがあるが、その傾向は (2.8)式と類

似の次の式で評価することができる。

1 = { :J山)+ 23 (中-2k/，k) p7 (0.1 $ r $ 0.4) 
6 + 23(1 -2kJtk)p7 (0.4壬γ壬0.5)

(3.48) 

(3.48)式による損傷集中抱数 ηを図 3.14-3.18'1'に実線で示している。
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(2) D..値の予;sIJ

a. エネルギ吸収要素が粘性型の場合

振動系金体の弾性エネルギW，は、tIll層の最大応答せん断)J係数α1をj郎、て次のように表わす

ことができるけ。

w 竺"g2T2. ~ -，- 411" 2 
また、 (3.46)式より

同la= ')'1 Wa1 

ここでい去;仰

(3.49) 

(350) 

となる。ところで、第 l層のエネルギ吸収要素が吸収するエネルギ Wa1は(3.44)，(3.45)式より、

山 Mg'T'α~hl
VVal =ーー一一一ーす一ー一一

πκT 

だから、 (3.11)式より

Mg'T' "i Mg'T沿い1 1 
一:'1: .~+γ1 一一--，一一 = ~MVJ 
411":t 2πκi  'L 

この式を整理して、次のように Dパ血を得る。

D.= ー一一一一一一一一-、1+8πh1γ1κf
b. エネルギ吸収要素が履歴型の場合

(3.51) 

(3.52) 

(3.53) 

各層の最大せん断力は、エネルギ吸収要素の降伏せん断力と到i性要素の最大せん断力の和にミ事し

い。したがって、第 1層の弾性要素の最大せん断力係数は、第 I屈の最大せん断力係数α1とエネノレ

ギ吸収要紫の降伏せん断力係数αHをJllし、てα1-O'.dと表わすことができる。このとき、振動系の前i

性エネルギ W，I;t(3.49)式と同様に次のように表わすことができる。

… M.g'T' (αlー α，.)'
"" ----"e - 4π， 2 

また、 (3.47)式より

Wp = J'IWp1 
N I 

ここで、J'1= I:: SjPj" /叩 7n
j=l 

となる。ところで、 第 1}習のエネルギ吸収要素が吸収するエネルギ Wp1は

lゲpl=α.IMg .8百九l

だから、 (3.11)式より

M!J'T2 (α1 _ "，.)' 
，.τ一一一τ一一+J'1α，1M!J • 8Jiidy， = ~MVÆ 
q" ー

となる。 α1/αe= D$! 031/αe = 1"1であることから、 (3.57)式より D，値は次のようになる。
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い，(JキL23;+辛子1) (3.58) 

厳密には、 (3.58)式は特定の府ヘエネルギが!.I>中寸る場合には適用することはできない。各層がー

織に塑性化するときには各胞で可/戸"，4が成り立つが、特定の焔にエネルギがU;'i'する場合にはエネ

ルギが集中する屈とそうでないIliiで塑性化が起こる時刻が異なるため、可/戸の他も各1mで!I~なるはず

である。このような場合、 (3.56)式が必ずしも成り立たないので、 (3.58)式は厳舘には特定の厨への

エネルギの集中がない場合にのみ成立する。

(3) 応答予測の検討

5質点系モデルの吸収エネルギ分布 W.;/W，αと各府の政大応答せん断力係数町について、本節で示

した予測式による予測値と地震応答解析による応答他とを比較した結巣の例を示i-.1質点系モデル
の場合と同様に、地震応答解析には lmperialValley地震 EICentro記録NS成分と十勝沖地震八戸

記録 EW成分の二種類の加速度記録を l匂=150cm/secとなるように適温:鉱大して川いている。な

お、振動系の各層の最大応答せん断力係数α，の予i!lrl値は、町の分詞万百7が最適降伏せん断力係数分布

O'iと一致するとして定めた。

a. エネルギ吸収要素が粘性型の場合

用いた解析モデルの諸元を以下に記す。

m;/m， = 1.0， hi = 0.2 
Case 1. k;/k， = (1.0，0.880，0.751，0.609，0.402) 
Case 2. k，/k， = (1.0，1.760，1.502，1.218，0.804) 
Case 3. k，/k， = (1.0，0.880，0.376，0.609，0.402) 
Case 4. ki/ん=(1.0，0.880，0.751，0609，0.201) 

Caselは特にエネルギの集中をxl'図しない剛性分布で、 Case2， 3， 4はCaselの分布に対して第

1，3，5層の剛性を半分に低下させた剛性分布て'あり、剛似を低下させたhVjにエネルギが集中するこ

とになる。図 3.19~3.22に結果を示す。

振動系の吸収エネルギ分布 W.;/W.については、 Case4を除けば (346)式による予i!lrj値と応答値

は非常によい対応を示している。 Case4では、エネルギがU;'i'している第5府での予測値が応答値を

20%程度上回っている。しかし、この評価は第5周については安全側の，枠制であり、それ以外の胞で

の予測値と応答値との差は0.1以下である。したがって、 (3.46)式による吸収エネルギ分布 W.;/W.

の予測は適当なものであるということができる。

第 l層の最大応答せん断力係数α1は、すべての場合で応答値が予測値を下凶っており、 (3.53)式

が十分に安全側の評価を与えることがわかる。また、上層の政大応答せん断力係数町は最上層付近

で応答値が予測値を大きく下回る傾向がある。
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b. エネルギ吸収要素が履歴裂の場合

用いた解析モデルの諸元を以下に記す。

m‘1m， = 1.0， f、:i= 5.0， 
k;/k， = (1.0，0.880，0.751，0.609，0.402) 
Case 1.，.， = (0.2，0.2，0.2，0.2，0.2) 

Case 2. "， = (0.16，0.2，0.2，0.2，0.2) 

Case 3η=  (0.2，0.2，016，0.2，0.2) 

Case 4. r， = (0.2，0.2，0.2，0.2，0.16) 

Case1はエネルギの集中を意図しない強度分布で、 Case2， 3， 4はCase1の強度分布に対して第

1， 3， 5府の強度を 20%低減させた強度分布であり、強度を低減させた府にエネノレギが集中すること

になる。図 323~3.26に結呆を示す。

振動系の吸収エネルギ分布 W.;/W.については、 Case2を除けば (347)式による予測値と応答値

はよい対応を示している。Case2においても、 lIilJ回以外の屈で予測値と/.1.;答値とのAは0.15以下

であり、 (3.47)式による吸収エネルギ分布 W.;/W.の予測は慨ね迎当なものであるといえる。

第 I腐の最大応答せん断力係数町については、ほとんどの場合で応答申立が予測l他を下回っており、

(358)式が安全側の評価を与えることがわかる。なお、特定の府へのエネルギ集'1'が起こっている
C1I.'le 2， 3， 4での町の予測値は、 C1I.'le1と同じとしている。ICtに述べたように、 C凶 e2， 3， 4では

(3.58)式を適用することはできないが、 Case1で (3.58)式によって予測した値で引を評価できるこ

とがわかる図このことより、特定の周へのエネルギ集中が起こる系でのhの値は、強度ギャップを取

り除いたエネノレキ.集中の起こらない系でのα1の値とほぼ苦手しいということがわかる。

上層の最大応答せん断力係数α，は、最上肘付近で予測値を大きく下回っている。この傾向は、エネ

ルギ吸収要素が粘性型の場合と同様であるが、予測値と応答値の差はエネルギ吸収~，転が粘性型の

場合より小さい。
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3.5.3 モー夕刊ル・アナリシスによる応答予;JlIJ

(1) モーダル ・アナリシスの方法

VEスペクトjレ(振動系の固有周期Tと振動系への総エネルギ入力の速皮換算値 VEの関係を示すス

ベクトノレ)を用いたモーダル・アナリシスによる各層のエネルギ吸収率の予測を次の仮定に基っ・いて
'ー ，

干Tつ。

I振動系への総エネルギ入力 Eは各次モードに対して入力されるエネルギの和となる。

E=乞Ei (3.59) 

i=l 

2. i /J(モードに対して入力されるエネルギ Ei は、 2 次の刺激係数《と z 次問有周J~JT;とを用いて

ぶ =βf jMVE(Ta)2 (3.60) 

と表される23，24)(ただし、 Es1= 1となるように正規化されているものとする)0VE(T;)は減
愛 10%の 1質点5ij!性系の VEスベクトノレ上で固有周j切れに対応する VEの値を表すものとする。

3. Eiはz次振動の 1サイクノレの間にすべて振動系に入り、 z次モード形 {i<Plに応じて各層に分配
されるとする。なお、モーダノレ・アナリシスに用いるモードJl'しりは、骨粗のみについての

振動モード形を用いる。

エネルギ吸収要素はせん断変形に対して働くので、各胞の吸収エネルギ分布は各次モード形のせ

ん断変形成分に着目して吸収エネノレギ分布を予測する。

a. 粘性型エネルギ吸収要素の場合

エネルギ吸収要素が粘性型の場合、 3の仮定より Eiは各層の水平1;[ね、エネルギ吸収婆索に、

ト|め-32-1|24124J-J2-112

の比に分配される。ここで、 iq)jはz次モードのせん断変形成分を表わすものとする。

このとき、第 jl習のエネルギ吸収要紫に吸収されるエネルギ Wajは次のように表わされる。

ょ1 4liq)j-i<Pj-ll
， 
I 

Waj=ヅ <Ei x < 
.， 

> 

~l 主(かじめ -i q)j_d2+ 1TCi~li q)j-i q)j_d2)
J 

(3.61) 

また、第 J層の水平ばねに分配されるエネルギ E~jは (3.61) 式と同様に考えて

Elfi =す<Ei x --，
;23ー |2 l 

~ l 主Gkj1iq)j-i世j-d'けや
(3.62) 

となる。このE"jが全て水平ばねのポテンシャルエネルギになるとすると、最大せん断力係数α3につ

いて

1 (α，(6 -j)mg)2 _ r， 
2 kj 

-~吋
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という関係が成り立つ。これより、 α3は

α ♂可玄7-， -(6 -j)mg 
とZ止めることカ〈てJきる。

b 履歴型エネルギ吸収要素の場合

エネルギ吸収要素が履歴型の場合には、iJii!塑性系を等価な予~性ばねと粘性型エネルギ吸収要業と

から構成される線形系に誼換して、粘性型の場合と同じ方法で地震応答を予測する。弾塑性系を線形

系に置換するためには、まず各層のみかけの塑性変形倍率μを予測する必要があり、その予測値を別

いて等価線形化法により到i塑性系を等価な線形系にiu換する。

モーダノレ・アナリシスにおいては、骨組のせん断剛性と抗i塑性系を線J~系に世話足して俳られる抑制i

(3.63) 

ばねの岡IJl'主とを加えたものを振動系のせん断剛性として用いる。

b.-l みかけの塑性変形倍率の予測

まず、弾塑性型エネルギ吸収要素を持つ質点系についてエネノレキ吸収要素の降伏強度と塑性変形倍

事の関係を求める必要がある 。 ]質点系の場合の正負両側の盟十't~)~倍率の平均βの予測値は (330)

式で与えられる。多質<?;_系については多質点系と l質点系の類似1'1を考えて、多賀点系の各府でのβ

は 1:質占系のβの予ijtlJ式である (3.30)式中の 7を 1'j、l、を [¥jとi8.き換えた次式を月3いる。

(364) 

この式を用いるということは、各層で可1Ft""4が成り立つことを仮定していることになる。
b.-2. iJiil塑性型エネルギ吸収要素の等価線形化

等価線形化法には次の二つがある。

I 最大点剛性によるもの

2 最小2乗近似によるもの

最大<?;_剛性による等価線形化法では、等価剛性には復元カ変位平面上で妓大変形点と原占を結ぶ

直線の勾配を用い、等価粘性減表係数は]サイクノレ聞のエネノレギ吸収がiJiji1Yl性系と一致するように

定める。最小 2 乗近似による等価線形化法では、定1if振動時の，ijl塑白系の復元カと線J~系の復元カの

誤差を最小にするように等価剛性と等価粘性減衰係数を定める。

ここでエネルギ吸収要素を単独で用いた l質点系を考える。参考文献2')によると、正負両側での

みかけの塑性変形倍率の値がともにβであるときには、強振時において最大si.剛性による等冊目線形化

法での等価剛性 keY1 等価粘性減衰係数 C'g、伝小 2 乗近似による等価総J~化法での等価剛性 ked ， 等

価粘性滅主主係数 Ced'ま次のようになる。

C'g 

-Ldk 
j'+ 1-

4 ーと--:-:-:- ，;:;;:;::;; 
π (p. + 1)3/2 ' " 
C(β) dk 

1←ーーとτ = -1百五
π(β+1)'ゾC(P) 一

(3.65) 

(366) 

(3.67) 

(368) 

k，g 

ked 

C，d 

、l
lノ
2
-
+
 
一↑
μ(
 

国じ

=
 
。
、、、
lII'''

O
 
s
 

l
-
2
 

8
 

r''ll-
、、
1

一π--
口

μC
 
でe』

-
』{
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2つの等価線形化法による等価剛性，等制作占性滅哀係数の値を比較して図 327， 3.28に示す。これら

の図によると、両者はiiが小さい飽凶では一致するが、 μが大きい場合には一致しない。両者のうち、

エ早ノレギの集中をより正確に評価できることがわかっている25)ので、以下では妓小2釆近似による

等価線形化を行うことにする。
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(2) 応答予測と応答結果の比舷

3.5.1節に述べた解析モデノレについて、地震応答解析から得られる地震応答と、 35.311iiのモーダノレ・

アナリシスにより予測できる地震応答とを比較して、モーダル・アナリシスによる地震応答予測の妥

当性を施認する。骨粗内でのエネルギの分布については

-特定j冒へのエネルギの集中を意図しない場合

-特定厨へ意図的にエネルギを集中させる場合

の二通りの場合を考える。

振動系の一次固有周期TはT= 10，3.0，5.0，7.0， 9.05ecの5通りとする。
地震応答解析に用いた地震波は 81Centro NS波である。特定府へ意図的にエネノレギを吸収させる

場合、エネルギを集中させる厨は第 1，3，5府のし、ずれか J!ITiとする。またエネルギ吸収要素が履膝

型である場合については、骨組のせん断剛性に対するエネノレギ吸収要素の剛性の比lイsの他を5とし、

また振動系への総エネノレギ入力の速度換1):値 Vsが Vs= J50cmjsecとなるように地動加速度記録を

適宜拡大して用いている。

a. 特定層へのエネルギの集中を意図しない場合について

各層の剛性分布は (3.38)式に従うものとする。各府の剛性，Ni性型エネJレギ吸収要素の各府の hi，

弾塑性型エネルギ吸収要素の各聞の 1，の分布を表3.1に示す。各層の最大せん断力係数と各局のエ不

ルギ吸収事について、応答解析結果とモーダノレ・アナリシスによる予測結果を図 3.2 9 ~3.32に示す。

最大せん断力係数町については、エネルギ吸収要素が弾塑性型のときに最上府での予測値が多少

危険側になる場合があるが、予測値と応答値はよく対応している。吸収エネノレギ分布については、エ

ネルギ吸収要素が弾塑性型のものであるときに&上層での予測値が多少危険制IJになっている。

1 kojk， ri 

I 0.02 0.2 

2 0.88 0.02 0.2 

3 075 0.02 0.2 

4 061 002 0.2 

5 0.40 0.02 0.2 

表 31 解析モデルの諸元(特定府へのエネルギの集中がない場合)
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b 特定層へ意図的にエネルギを集中させる場合について

各崩のせん断剛性分布は (3.38) 式によるものを基準とし、エネルギを集中させる ~iについてのみ、

(3.38)式の値の半分の値とした。各層の剛性， f占性型エネルギ吸収要素の各K'iのh;，iJiii1'/l位型エネル

ギ吸収要素の各層の ηの分布を表3.2に示す。各胞の最大せん断力係数と各肘のエネルギ吸収率につ

いて、応答解析結果とモーダル・アナリシスによる予測結集を図 3.33-3.44に示す。

政大せん骨折力係数分布町については、エネルギ吸収要素が履歴型のときに以上脳での予測値が多

少危険側になる場合があるが、予測値と応答値はよく対応している。吸収エネルギ分布については、

エネルギ吸収姿紫が粘性型の場合には予d!1JfI直と応答他はよく対応しているが、股陸型の場合には対

応は必ずしもよくない。
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C. 考察

モーダノレ・アナリシスによって多層骨組lの吸収エネノレギ分布を予測す一る研究は既にいくつか存在す

る。石丸は、 bi-linear型の復元力特性を持つエネルギ吸収要素を持つ什抱lについて、弘i性モードを

用いたモーダル ・アナリシスによって、各胞の変形エネルギーの配分Z容を予測している 17)。鎖l協は、

各府が~ii盟l性型の復元力特性を持つエネルギ吸収袈紫を持つ骨組に対して、 ~ii~/l性系を~fl両線形化

してモーダノレ・アナリシスを適用させて、その結巣にll;づく設計法を提案している26)。

これらの研究では、各層の，~iJJl'分布が段通降伏せん断力係数分布かそれに近い分布に従う場合し

か取り上げていなし、。しかし、このような強度分布が地動にも依存することや通常の設計行為の臼由

度を考えれば、理想的な強度分布を災現させることは非常に困難である。こうしたことを与一えると、

これらの研究だけではモーダル ・アナリシスによって吸収エネノレギ分布を予測することができるとは

言い切れない。実際、特定の居にエネルギが集中する樹合に、モ ダノレ・アナリシスによるエネルギ

吸収皐の予測値と応答値の対応がよくないという結瓜が出ている。このことは、強度ギャップによる

エネルギ集中をモーダノレ ・アナリシスでは把握できないことを示している。その一方で、強度ギャァ

プのない系ではモーダノレ・アナリシスによって精度のRい予測ができている。

このような現象は、多層骨組の応答の時刻肢を考えることで説明ができると)5"える。多初旬車uにお
ける償傷集中は、次の二つの現象が重なって起こる現象である。

・相対的に強度が小さい府が他の府よりも.Ilく降伏し、そのkviの剛性が低ドする

-剛性の小さい庖に変形が!./.l'iサるようなモードが点組し、さらにその肘にエネルギが集中する

このような現象が起こる場合、刻ーがJ と卓越するモードが変化するため、ある時刻におけるモー ドJ~

を予測することは不可能である。 通常のモーダノレ・アナリシスにおいてはモー ドJ~の定常性が仮定さ

れていることが必要であるが、この場合にはモード形の定常性が成立しない。 こ のことが、 1.[1傷~t-Il

が起こるような振動系の損傷集中層での吸収エネルギ分布がモーダノレ・アナリシスによって予測でき

ない理由であると考えられる。

一方、強度ギャy プのない振動系では全ての廊がほぼ同時に降伏する。 そのため、モードJ~ として

は、全層が弾性である場合と全庖が降伏している場合の2通りだけを考えればよい。この状況は、 二

通りの剛性を持つ l質点弾塑性系とl司じ状況であると雷うことができる。したがって、 l賀県明1m性

系の地震応答が等価線形化によって評価できることと同織に、強度ギャップのなし、多1'1... '1.振動系にお

いても各層について等価線形化を行うことによって地震応答が評価てがきると考えられる。しかし、図

332に見られるように、予測値と応答値の絶対的な差は大きくないものの、予測他が応答他の傾向を

捉えることができていない場合もある。このことは、全ての府の降伏が実際には同時に起こっている

わけではないことが理由であると考えられる。
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3.6 エネルギ吸収層と一般層が混在する多質点系の地震応答

3.6.1 簡易質点系

本草では、エネルギ吸収要素を持つエネルギ吸収J~i と弾性に留まる一般庖が混(Eするような多質

点系の地震応答予測を考える。エネルギ吸収府と一般庖が混在する多質点、系について、エネルギ吸収

届とエネルギ吸収届の聞を一つの構造ブロックと考え、その構造プロックを一つの質点、に置き換えた

多質者系を簡易質点系と呼ぶことにする(図 3.45)。構造ブロックは、五五一下Il'iがエネノレギ吸収層、そ

れ以外の腐は一般層であるものとする。このような簡易質点系は、全周にエネルギ吸収要紫を持つ多

E重点系ということができ、 3.5節に述べた方法で応答を予測することができる。本11Ilでは、 35ifrjに述

べた方法のうち、損傷集中指数を用いる方法によって地震応答を予担lけるものとする。

榊造7.ロックは Nb周から構成されるとする。構造ブロックは大きな榊造物の中の一部であるから、

一つの構造ブロァク内の一般庖の剛性はほぼ等しいと考えて差し支えないので、 kとおく。エネルギ

吸収層で効果的にエネルギを吸収するためには、エネルギ吸収Il'iの剛性は一般厄の剛性よりも低い

必要がある。そこで、エネルギ吸収胞の弾性要素の剛性をsk(β< 1)とおくことにして、このβを剛

性低減係数と呼ぶことにする。そして、機逃ブロックの全体の等価剛性はエネルギ吸収厨の剛性のみ

で代表することができると仮定する。これらの仮定を用いて、簡易~'l点系の諸元を設定する。
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(1) エネルギ吸収要素が粘性型の場合

構造ブロック内のエネルギ吸収周での弾性エネルギI;We1、吸収エネノレギbW，の!日lには (3.45)式よ
り次の関係が成り立つ。

bW， 8πhj 
bW，1 向

(369) 

構造ブロックは構造物内の一部分であるから、最大変形時に摘造ブロック内の各府に生じるせん断力

は全て等しいと考えることができる。全層に Fのせん断力が生じるとき、各j百のiJiiij性エネノレギbWeiは

"，2 

I nn<  (i = 1) 
川創={認k
1 -;;， (2訂壬 Nb)、2k

となるので、構造ブロック全体の弥性エ不ノレギbW，は
N. 

I;We = L bWei = I;We1 
i=1 

と表わすことができる。 (369)，(371)式より

bW， 8πhj 

bW， 町{l+倒的ー 1)} 

(3.70) 

(3.7 J) 

(3.72) 

となる。ここで (3.45)式と (3.72)式を比較することによって、桃i佐7'ロック全体としての等価粘性

減衰定数h;を次のように定めることができる。

h~ = _/1;一一 (3.73) 
I+s(Nbー 1)

(2) エネルギ吸収要素が履歴型の場合

エネルギ吸収層の第 i剛性を'/.:11第 2剛性をjk2とすると、 ，k" 】んは次のように普くことがで
きる。

jkj = (K; + 1)βk 
jk2 = βk 

(3.74) 

(3.75) 

構造フPロック内の各府のせん断力がFであるとすると、エネルギ吸収主要素が5qI性に留まっている場

合の構造ブ'ロック全体の見かけの則性んい及びエネルギ吸収要素が降伏している場合の構造ブロッ

ク全体の見かけの剛性ke2は、 (374)，(3.74)式より次のように去すことができる。

kd F/ (長十ど)
s(λ:;+1) 

1+β(K; + 1) (Nbー 1)
(3.76) 

kd=F/(£+主)=可h (377) 

この ke11ke2を簡易質点系の第 I剛性及び第2剛性であるとすると、構造フ'ロックの見かけの柔剛剛

性比I<eは次のように表わすことができる。

k，.， -k，.? J(i 
J<.=ニLーーニ=一一一一一一一一二，-

k'2 1+β(1，'; + 1) (Nb - 1) 
(3，78) 
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3.6.2 応答予測の検討

応答解析に用いたモデノレは、各Ri句、質量のせん断型 20 質~.系である。この多11 点系のm 1， 5， 9， 

13， 17届をエネルギ吸収庖とした。質点系の 1iJ(固有民IJUITはT= 3.0，5.0 secの2通りとする。地

震応答解析に用いた加速度記録は、 3.4，3.5節と同様のものとする。

(1) 剛性低減係数β

前節で述べたように、エネルギ吸収~索の剛性低減係数βは骨粗を設計する上てd極めてilliJl1なパラ

メータである。ここでは、そのエネルギ吸収要素の剛性低減係数βをどのような他とするべきかにつ

いて述べる。

図3.46に、履歴型のエネルギ吸収望書tを持つη=0.2， J.、:j= 5， T = 3.0 set:の解析モデルについ
て、剛性低減係数βと応答解析により何られた D，11也とのl刻係を示す。なお、応答解析にJTlO、た地震
被は EICeniro NS成分である。図3.46からわかるように、剛性低減係数βが小さいほどD，11也が小さ

くなる傾向がある。

図3.46の結果からは、剛性低減係数βの値は小さければ小さいほどよいということになる。しかし、

βを小さくすることによってエネルギ吸収l1'iに生じる変形は一般府に比べて大きくなってしまうし、

またFを小さくするということは弥性要紫である主締造体の位の断面を紺!くすることに相当するが、

鉛l立カを支えるなどの条件から位の断面は制限がある。したがって、剛性低減係数Fは自[llに設定で

きるパラメータではなく、強く制限を受けるパラメータであるということができる。同tll't低減係数β

の値は、それらの制限の下で取り得る値の中での段小値とすればよい。
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図 3.46 剛性低減係数βとD，1，止の関係
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(2) エネルギ吸収要素が粘性型の場合

解析モデルの諸元を以下に記す。

m;/mJ = 1.0 
ん=0.2(i= 1，5，9，13，17) 

" J (l-x)a; (i=I，5，9，13，17) 
k;/k， = < 
H ・ I(1 -x)百， x2 (i#I，5，9，13，17) 

剛性分布 k;/kJは、エネノレギの集中を意図しない分布に対して第 1，5，9，13， 17居の剛性を半分に低

減させたものである (β=0.5)。図 347に結.w:を示す。なお、胞の位置は紙次元化高さ zで表して

いる。

エネルギ吸収腐の吸収エネルギ分布 Wa;/Waについて、 T= 3.0 secの場合の応答値の傾向は地震

波にほとんど依存しないが、 T=5.0 5ecの場合の応答伎の傾向は地震波によってかなり央戸なってお

り、特に段上層で応答イ直が予測値を大きく上回っていることがわかる。このことは、 llXモードに比

べて高次のモードの振動が卓越していることを示している。

応答予測がこのような高次振動の卓越を捉えることができないのは、 (3.46)式1-1'のsiが段適降伏せ
ん断力係数分布百gに依存しており、このajはエネノレギスペクトルが bi-linea.rの形状を持つことを前

提として定められているからである。応答解析に用いた地震波のエネノレギスペクトルでは長周期信

で値が小さくなる傾向があるため(図 3.4)、振動系の l次固有周期が長い場合には相対的に高次モー

ドの影響が大きくなるのである。エネルギスベクトルの形状が正確にわかっている場合には、その}[;

状の影響を考慮した最適降伏せん断力係数分布死を用いれば、より精度の高い予測が可能となると

考えることができる。

第 l胞の最大応答せん断力係数α1は、すべての場合で予測値が応答値を上回っている。最大応答

せん断力係数向の分布は、上層部分で最適降伏せん断力係数分布石を上回っていることがわかる。

最下層にエネルギ吸収胞を持つ振動系において段大応答せん断力係数引の分布が最適降伏せん断

力係数分布石を上回ることは既に確認されており 27)、段通降伏せん断力係数分羽市7に対する適当な

割増率αを設定することを従来している。ここでも、同様の剖助率αを実際の政大応答せん断力係

数の分布を包絡するように定めることにする。図 3.47より、山IJl1'I率αは中間沼部分では α=1.2程

度、最上層付近ではα=2.0程度とすればよく、割増If-lαは庖の位訟の凶数といえる。このような割

増率αの傾向を考えて、割増ll.α は次のように定式化することができる。

α=1+， (379) 

割増E事 α を用いた応答せん断力係数分布の予測値を図 3.4 7'1' に破最~で示す。
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(3) エネJレギ吸収要素が履歴型の場合

解析モデルの諸元を以下に記す。

m;/ml = 1.0 

円 =0.2，f{， =5.0(i= 1，5，9，13，17) 

J (l-x)可 (i= 1，5，9，13，17) 
kjハt、=< I (l-x)百ix12 (i，"I，5，9，13，17) 

剛性分布 k;/k1は、エネルギの集中を意図しない分布に対して第 1，5，9，13，17府の剛性を 1/12に

低減させたものである (β=1/12)。図 3.48に結果を示す。

エネルギ吸収層の吸収エネノレギ分布 Wa;/W，αについては、応答値と予測値の対応はエネルギ吸収

要素が粘性型の場合と同様の傾向を示していることがわかる。

第 l層の最大応答せん断力係数町については、予測値と応答値はほぼ一致している。上胞の最大

応答せん断力係数町の分布は、段適降伏せん断力係数分布石7を上回っており、この傾向はエネノレギ吸

収要素が粘性型の場合と同様である。強度分布の割増率αについても、エネノレギ吸収要素が粘性型

の場合と同じ値でよいことがわかる。

この解析モデルの地震応答解析の結果の一例を表3.3に示す。表33から、エネルギ吸収胞において

可+/'J-'" 1 

可/戸 >4

という関係が成り立っていることがわかる。ここで、

'J+ 正側の累積塑性変形{音E事

'J一 負側の累積製性変形倍率

可 正負両側の累積塑性変形倍率の平均値

β 正負阿世tiの塑性変形倍率の平均値

(3.80) 

(3.81) 

である。(380)】 (3.81)式は 1質点系の場合と同様のl刻係式であり、エ不ルギ吸収厄と一般府が混在

する多質点系のエネルギ吸収倍の地震応答も、 I質点系の場合と同様に安定したものであることがわ

かる。
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z α， αmax JI.j 市/μs 77+/71 
1 1.000 0.134 48.0 8.76 5.48 0998 

2 1.025 0.149 。。 。。 。。 。。
3 1.050 0.154 。。 。。 。。 。。
4 1.075 0.166 。。 。。 。。 。。
5 1.100 0.168 55.7 11.42 4.88 0.995 

6 1.120 0.185 。。 。。 。。 。。
7 1.152 0.185 。。 。。 。。 。。
8 1.197 0.186 。。 。。 。。 。。
9 1.252 0.186 569 10.92 521 0.995 

10 1.315 0.226 。。 。。 。。 。。
11 1.381 0.218 。。 。。 。。 。。
12 1.450 0.246 。。 。。 。。 。。
13 1.523 0.230 50.8 II 1:1 4.56 0.997 

14 1.604 0.253 。。 。。 。。 。。
15 1.701 0.291 。。 。。 。。 。。
16 1.829 0.291 。。 。。 。。 。。
17 2.010 0.264 53.1 8.36 6.35 0992 

18 2.274 0.312 。。 。。 。。 。。
19 2.658 0.486 。。 。。 。。 。。
20 3.214 0.705 。。 。。 。。 0.0 I 

表 3.3各府の応答 (11"，しhinoheEW， T = 3.05ec) 



a. 損傷集中指数の評価

本章の解析モデルについても、 3.5.2ftiiと同様の方法でm傷集中指数 nを評価してみる。つまり、
エネルギ吸収届 (1，5， 9， 13， 17層)のうちのー厨について、エネルギ吸収妥索の降伏強度を低減

させることによってエネルギを集中させ、 f且傷集中指数日を求めてみる。一例として、r，= 0.2， 

f(i = 9(，k/
1
k = 0.1)である系について損傷集中街数 11を求めた結果を図 3.49に示す。352節と同線

に、横軸に強度低減率Piを、縦軸に損傷集中指数 11をとっている。

図3.49によると、損傷集中指数 ηの値は 3.52節の (3.48)式による他よりも小さいことがわかる。

このことは、エネルギ吸収厨の聞の弾性に留まっている一般府が損傷集中を緩和する効果を発抑して

いることを示している。この結果から、エネルギ吸収焔と一般周が併存する多質占系で損傷集中街数

nに(3.48)式の値を用いることは、エネルギの集中を過大に評価することになり安全側のiW価につ

ながるということができる。
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図 3.49鎖傷集'1'指数 11
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3.7 まとめ

本章では、エネルギ集中型柔削混合構造の地震応答が簡単なエネノレギのつりあい式を川いて予測

できるかどうかについて検証を行ってきた。

エネルギ吸収妥索を持つ 1~質点系の地緩応答予測については、地震時の政大応答がエネルギのつ

りあい式(3.11)によって予測できることを 3.4節で確怨した。さらに、既往の免震構造などに凶する

研究結果と比較することによって、予測法の正当性を検証した。

各層にエネルギ吸収要素を持つ多質点系については、 3.4節に示した l'質点系の地震応答を予il{lli

る手法を鉱張することによって、地震応答を予測できるかどうかを検証した。 l 質.'，~~系について行っ

てきた論証を多質点系に担t躍するための方法として、ここでは次の二週りの方法をmいた。

・損傷集中僧数を用いる方法

-モーダル ・アナリシスによる方法

その結果、奴傷集中抱数 ηをj日L、る方法については、次のことがわかった。

・柔剛混合の骨組は、柔剛揺る合でない什組に比べて鍛傷集中指数nの値が小さL、。つまり、柔剛

混合骨組は通常の~H.[lに比べて強度分布が吸収エネルギ分布に対して鈍感である 。

-柔剛混合のせん断型骨組(柱降伏型刊組)においては、損傷集中指数日の倣として (3.48)式に

示す値をJtH、ればよい。

モーダル ・アナリシスによる方法については、次のことがわかった。

l エネルギ吸収要素を持つ骨組の地震応答は安定したものである。各府がほぼ一様にエネルギを

吸収することを意図するような骨組については、 VEスペクトノレを用いたモーダノレ・アナリシス

によって予測することができる。

2 エネルギ吸収要素が属陸型のものである場合には、勾価線}[;;化を行， '1占的型にi'~換することに

より、粘性型の場合と同様に扱うことが可能である。

3 強度ギャップによって特定の層へエネルギが集中する骨組の場合には、本節て'述べた手法では、

その胞のエネルギ吸収事を正確に予測することができるとは限らない。これは、モーダノレ ア

ナリシスが弾性論に基づく手法であるため、強度ギヤノプによる似傷Ul9'という現象を捉える

ことができないことが混血である。

エネルギ集中腐と弾性に留まる一般府とで構成される多質点系については、 36.1節に示した方法

で各層にエネルギ吸収要紫を持つ綴動系へf置換することにより、 3.5首相の方法をJIJいて地震応答を予

測1ることができることがわかった。
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第 4章

転倒モーメント下における骨組の柱の座屈耐力

4.1 はじめに

現在、地震動下の多層骨組外柱の終局耐ゴJを的艇に:1'1ι価する方法は未だ施立されていでEい。便法と

して、階高を座屈長さと仮定して部材耐力をJ1ι悩することはできるが、柱頭の水平移動が拘束されて

いる場合には、座屈長さは材長の半分にまで低下し得る。また、水平地震力による逆対祢IIIJげモーメ

ント下の位の曲げ耐力に及ぼす P-o効果の影智も過大に評価されているのが現状である。

通常の多層骨組摘造については、上述のような便法をとっても座屈耐ブJ符価上のI/lJImは少ない。何

故なら、通常の多層骨組構造では下層部の柱の細長比は50以下であり、この程度の納長比の柱では

J!I!屈耐力はほぼ降伏軸カに逮しているからである。

一方、庖のエネルギ吸収能力を増大させようとすると、 一つの周に事il性変形震の大きな柔要式と

fJ1性変形能力に富む剛妥紫を混在させることが有効となる。このような柔剛混合型什組においては、

柱の細長比は必然的に大きなものが要求される。

本論文は、住の細長比が50以上でsi:屈耐力が降伏軸カを大きく下回る場合について、骨組外住の

座屈耐力を柱の水平変位との関巡において評価することを目的とする。

地震力は慣性力としてとらえられる。慣性ブJは時々刻々の質点の変位応答に対応し述統的に変化し、

骨組の復元力と釣り合っている。この意味では地緩?Iiillは変位制御型の荷重であるといえる。した

がって、外柱の座屈問題は制御された水平変位下における座屈耐力の問題として扱うことができる。

柔剛混合型骨組の柱について、既にいくつかの研究結果が報告されている。寺田ら28)は骨組に転

倒モーメントを作用させた場合の柱の座屈長さ係数が Iより小さくなることを'Ij組模型実験により

示している。また、変位制御下の柱の変形と耐力を笑験的に求めた三山、秋山29)の級新の研究があ

る。本研究もこれらと軌をーにしたもので、多層骨組外柱の座屈耐力を柱の水平変位との関係におい

て実験的に定量化し、解析結果と合わせて、設計式を能楽している。

実験には、細長い住を紋下問に持つ骨組線型を用いている。官制l.ft.l:型の絞下Wiに外住及びその他

の耐震要紫を配躍し、骨組のill心位置に相当する上層部の l点にU>'I'ノド平力を加えることによって

外住に転倒モーメントによる軸力を導入する。最下層の耐震要素は、由it性に留まる場合と塑性変形

する場合からなり、外柱には軸力と同等に任意の水平変形を与えることができる。水平変形の進展

に伴って外住は塑性化が進行し、塑性化の進展に伴って座屈耐力が低下してし、く。ある変形状態で、

外柱は軸方向の釣合い状態を盟失してJ!I!回耐力にi圭する。
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4.2 模型実験

4.2.1 実験概要

実験は多層骨組をモデル化した模型により行った。実験に用いた模型では、多間官制lの第1)留を4

木の結と水平抵抗ばね(以下、立体ラーメンと呼ぶ)に、上層部分を剛なフレーム(以下、上部フレー

ムと呼..1')にモデル化している。立体ラーメンの4本の柱の軸力が明般にわかるように、水平抵抗ば

ねは軸カを受けないようにした(図 4.1)。

上部フレームの 1点に水平集中荷重を}JIIえることにより、Uil!自の立体ラーメンに転倒モーメン ト

と水平力を作j日させた。ノド平イ~jmを加えるにつれて第 l 胞の柱の前Hカと水平変J~は同時に増加して

し、く。そしてある軸力・変形状態になると、圧縮の付}JII紬プJを受ける側の位が座屈して耐力を失い、

ラーメンが崩漉して終局状態に至る 。 ここでは、水平低抗ばねの剛性強度を様々に変化させて~験

を行い、柱の座屈で決まる終局状態での転倒モーメントとラーメンの水平変位との関係を調べた。

4.2.2 実験遺産置

立体ラーメンは上スラブ、下スラプ及び試験体である 4本の外柱と 2本の中柱で織成される。上

スラブには外住の取付部と中柱に接触するナイフエッジ、下スラプには外柱・ rl'柱の取付部がある。

外柱には熔き鋼棒(矩形断[自fib x d = 6mm x 2mm)を適当な長さに切ってj百い、 '1'牲には様々な大

きさと厚さの鋼仮を用いる。

外住の柱頭・柱胸部分と中位の柱脚部分で、上下スラブの位取付部と位回定治J.1の!切に外柱及び中

柱をはさんで高カボルトで53iく締め付けて、それにより生じる固定治JIと試験体とのl出に生じる摩

熔力によって固定する。つまり、外柱は柱頭 ・位脚ともに凶転拘束の:色味における聞記端、中位は位

脚のみ固定端、柱頭は上スラブに取り付けたナイフエッジによるピン支持となる。

上部フレームは中央の加カ住と左右に仲ぴた水平栄で4結成される。水平3誌に載せるおもりの個数

を変えることにより、外柱に作用する固定荷重を変化させることができる。おもりは、おもりに空け

である穴にネジ棒を通してボノレトで締め付けることによって、上部フレームに固定する。水平荷量は

反カフレームに固定したオイルジャッキによって、ナイフエッジを介して上部フレームの加力柱の絞

上部に作用させる。

立体ラーメン部分の凶隅に l個ずつ、よ部7レ ムの水平栄に 2 個、合~I. 6倒のダイヤノレゲージ

を設置して、立体ラーメン部分の水平変位と凹備の鉛位変位を測定する。
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図4.1 実験談位
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4.2.3 ノTラメータ

実験に際しては、以下の三つをパラメータとして織々に変化させて:J.f験を行った。

1外住の長さ(細長比)

外柱部分の長さは、 4cm
l
6cl1l! 8cITI， lOcm， 12cm(納長比λはそれぞれ69.3，103.9， '38.6，173.2， 

207.8)の5通りとした。細長比λは外住の自由長lを外柱の回転半径で除した値である。さらに

外住の上下端には上スラプ及び下スラ7・への取付けのために各々30mmの取付けしろが必要で

ある。

2 中柱の強度 ・削性

中柱には鋪種55400の板をJllい、板l早と幅を変えて強度と剛性を峨々に変化させた。用いる鋼

仮の板厚は 2，3，4mmの3種類とした。

3 固定荷量

固定荷量は上部フレームの重量と上部フレームの左右に載せるおもりのilli立との和で定まる。

上部フレームの重量は 100kgf、おもり l牧の重量は40kgfである。おもりは上部フレーム水平

梁の左右両側に同じ枚数だけ載せるので、左右両側にそれぞれおもりを n枚載せる場合、外住

1.本当たりに作用昔る固定荷重の大きさは (100+ 40 x 2 x n)/4 kgfとなる。

実験を行った全 46シリーズについて各ノマラメータの一覧を表4.1，&4.2に示す。
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シリーズ名 柱長さ 納長比 おもり 回定イ~rm 軸)J比 中柱断面

I(cm) λ 個数 (kgf) b..(cm d，(cm) 

12-01 12 207.8 。 100 0.044 20 0.43 

12-02 12 207.8 。 100 0.044 10 0.43 

12-03 12 207.8 。 100 0.044 20 0.31 

12-04 12 207.8 。 100 0.044 10 0.31 

12-05 12 207.8 。 100 0.044 20 0.22 

12-06 12 207.8 2 180 0.078 20 0.43 

12-07 12 207.8 2 180 0.078 20 0.31 

12-08 12 207.8 2 180 0.078 20 022 

10-01 10 173.2 。 100 0.044 20 0.43 

10-02 10 173.2 。 100 0.044 20 0.31 

10-03 10 173.2 。 100 0.011 20 022 

10-01 10 173.2 4 260 0.1 13 20 0.43 

10-05 10 173.2 4 260 0.113 10 0.13 

10-06 10 173.2 4 260 0.113 20 0.31 I 

10-07 10 173.2 4 260 0.1 13 10 0.~1 

10-08 10 173.2 4 260 0.113 20 0.22 

08-01 8 1386 。 100 0044 20 0.43 

08-02 8 1386 。 100 0.044 20 031 

08-03 8 138.6 。 100 0.044 20 0.22 

08-04 8 138.6 6 340 0.148 20 0.13 

08-05 8 138.6 6 340 0.148 10 0.43 

08-06 8 1386 6 340 0.148 20 0.31 

08-07 8 1386 6 310 0.118 10 0.31 

08-08 8 138.6 6 340 0.148 20 0.22 

表 4.1 実験パラメータ一覧 (1)
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シリーズ名 柱長さ 細長比 おもり 固定何重 軸プJ比 '1ヰ上断面

I(cm) λ 個数 (kgf) b， (CITl d，(CITl 

06-01 6 1039 。 100 0.044 20 043 

06-02 6 1039 。 100 0.044 10 0.43 

06-03 6 103.9 。 100 0.044 20 0.31 

06-04 6 103.9 。 100 0.044 10 0.31 

06-05 6 103.9 。 100 0.044 20 0.22 

06-06 6 103.9 6 340 0.148 20 0.43 

06-07 6 103.9 6 340 0.148 20 031 

06-08 6 103.9 6 340 0.148 20 0.22 

06-09 6 1039 12 580 0253 20 0.43 

06-10 6 103.9 12 580 0.25:1 20 0.31 

。ι11 6 1039 12 580 0.253 20 0.22 

04-01 4 69 3 。 100 0.044 20 0.43 

04-02 4 69.3 。 100 0.044 10 0.43 

04-03 4 69.3 。 100 0.044 20 0.31 

04-04 4 69.3 。 100 0.044 10 0.31 

04-05 4 69.3 。 100 0.044 20 0.22 

04-06 4 69.3 10 500 0.218 20 0.43 

04-07 4 69 3 10 500 0.218 20 0.31 

04-08 4 69.3 10 500 0.218 20 0.22 

04-09 4 69.3 20 900 0.392 20 0.43 

04-10 4 69.3 20 900 0.392 20 0.31 

04-11 4 693 20 900 0.392 20 0.22 

表 4.2 実験ノマラメータ一覧 (2)
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4.2.4 素材の性質

図 4.2に外柱部分にj日いた磨き鋼材全の引張試験で符られた応}JJI[ 5主関係の例を示す。j11;日試験は、

試験体を切り出した 20 本の磨き鋼俸のそれぞれについて適当な長さで切り出した l 本を~M試験片

とした。引張試験の結果から、 20本の踏き銅線の素材は全てほぼ同ーのものであると判断できた。

降伏応力皮ηは 0.2%ofTset.法によって求めた。

図 43に中住総分に用いた鋼板の素材の引張試験で得られた応力j正-:a皮関係の結梨を示す。引張

試験はJIS規絡の5号試験片を用いて行った。

表 4.3，4.41こ外柱、中位の素材の性質を示す。

試験体名 ヤング係数 降伏応力度

(tf/cm') (tf/cm') 
T-OI 2091.6 4.77 

T・02 2142.9 4.76 

T-03 2日07.6 4.79 

1'-04 2054.8 4.73 

'1'-05 2083.3 4.73 

T-06 2134.1 4.77 

1'-07 2066.9 4.74 

T.08 2058.8 4.71 

T-09 2050.8 4.67 

T-l0 2038.8 4.50 

T-II 2023.1 4.80 

T-12 2079.2 4.76 

T-13 2066.9 5.08 

1'-14 2054.8 4.81 

T-15 2030.9 4.83 

1'-16 2134.1 4.82 

1'-17 2147.2 4.79 

T-18 2058.8 1.86 

1'-19 2178.4 4.88 

T-20 2108.4 4.84 

平均 2080.6 4.78 

0& 4.3 索材試験の結集(外柱)

表 4.4業材試験の結.!.J.H中位)
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4.2.5 実験結果

実験からi!}られた水平掛fillとラーメンの水平変位の関係を図45~4.9に示す。ただし図 4.5~4.9で

は、ラーメンの水平変位OI主軸プJがない場合の外柱の弾性限界変位OyOで除して無次元化しており、水

平荷量はラーメンの圧縮側の柱に作用している圧縮応力皮σに換算して、それを降伏応力JJtσyで除し

て無次元化して示している。ここで、 Oy01σは次の式で定める。

bd212σy 
OyO = 36EJ 

出!
3Ed 

σ=σ。+σ0'
σo = "4 

σOV - 2 D 

lQH/A 
2 D 

ここで、

b， d，l 外柱の幅，せい，長さ

J， A 外住の断面二次モーメント，断面積

E 外住のヤング率

σ。 固定者~Îlfiによる外柱の圧縮応力度

σ。v 転倒モーメントにより加わる圧縮応力皮

W ラーメンに作用する全固定荷量

Q 上部フレームに作用させる水平力

H 外柱上端から加力点までの高さ (108-Icm) 

Mov ラーメンに作用する転倒モーメン卜 (QH) 

D 外住の加力方向のスパン (30cm)

したがって、図 4.5~4.9において水平変位6が O であるとき、つまり水平カを加えていないときに

は、 σ=σoであり、 O/OyO= 0 のときのσ/σyの似はσ0/σy となり 0 とはならなし、。図 4.5~4.9では、

加カを開始してからラーメンの位が座屈しラーメンが崩地iるまでの状態をプロッ卜している。

図 4.5~4.9によると水平力と水平変位の関係には、

I水平力の増加とともに水平変位も増加lし座屈するもの

2 始めは水平カのi骨加とともに水平変位も増加lするが、途中からは水平力がゆるやかに減少しな

がら水平変位が地加していって座屈するもの

のこ通りがあることがわかる。 lは座屈時まで中肢が到i性にとどまっていることを示しており、 2は

途中から中柱の下端部が塑性化して中柱の水平耐力が上昇しなくなり、外柱は水平変位の地加につれ

て P-O効巣により水平耐力が減少するため、ラーメン全体の水平耐)Jが減少していくことを表わし

ている。したがって、水平力と水平変位の凶係は中柱の強度が大きい場合には I、小さい場合には

2のようになる。

図4.4に立体ラーメン部分の座屈時の状況の-il"Jを示す。座屈現象は、水平変位の助大に伴って徐々

に進展するものではない。座屈モードは圧紛外住の軸方向変形を伴うものであり、ノド平変位、転倒

モーメントがある状態に迷したときに突然に起こり、座屈現象を7JldllJすることは不可能である。左側

の引張世IJの外柱は軸方向変形をほとんど生じず座屈前の圧縮側の外住の変)~を示しているとみなせ
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る。+::;k駄の令てのシリーズについて、 JUii;側のむは州)jl'リ変Jf:'1においてlヌ1'I.~と l，iH主の性 uji ・十 l

脚・中火部付近の 1ヶ所にヒンジが先iI

位拘点ドで'1:じる現象であるといえる。

各住民さについて圧制側tl の庄J~jIL'iの 11 自(jJ.ι)JJ.Jtσc ， と !'K J:ll l1 与の点、ド変位 ðcrをプロッ卜したもの

を悶 -uo-~ 14に〆J、す。ド'1~.!j -~.g と I"J般の )j法で官1\次ノE化してぶしている。また、 μ14.10-4.14

には破線で l次、 2次のW!:liモードに対応する Tangcnt川日lulu討t.h{'oryによるWi:JiJ.上納応;JJJ立
rr :lF;， 、 ~"2 ，，一、

σ川=ミ子~)， σ叫=寸言ニ~)の{[I'(もぶしている の これらの凶から、次のことがわかる。

l 柱長さが4crnのシリーズを除いて、ほぼ

"口1く σcr< t'T'T:t (4.1 ) 

が成り伝っている。

2. dcrとσc，の1111には、 d引がWIJJIIするにつれて叫rが減少していく!民|係がある。また、その関係は
問定伯可(11によらず、外れのi去さ lだけで広まるの

2から、転倒モーメントドにおけるラーメンのれのHi!:liは、凶定仰if(の大小には依{f.せず、転倒モー

メント下での庄納側のれの'141rJJ(f，';I ;E{<ijÆi による '1~1rJ]と恥J剖モ メン卜により付加lされる州力の布1)

のみで決まるといえる。

凶 4.4陀川状況の一例 (1=IOorn) 
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4.3 数値解析

4.3.1 解析方法

数値解析でs>:屈圧縮応力JJ[σ"と庄厄lu与水平変位Occのl刻係を求めて実験結民と比較する。4.2.5節で、

転倒モーメント下でのラーメンの座1&は庄納側の柱のt柚プ')(悶定何lliによる'Iqhカと転倒モーメントに

よる付加軸力の和)と水平変位のみで決まることがわかった。このことから、数値解析はラーメン全

体についてではなく圧紛側の柱だけについて行えば十分であるといえる。

したがって、ここでは圧縮側のむだけに浴日した数値解析を行う。この数値解析では、釣り合い条

例を泌足する固定端反力が存在しないような状態を柱の庖屈状態と定義し、柱が佳昭状態になるよ

うな圧縮軸力と柱頭変位をそれぞれのjul:を徐々に変化させながら探索している。すなわち、災験結果

に則して転倒モーメントと水平変形下における安定状態を水平変位を附加させつつ求め、その限界

である軸方向下に不安定となる状態を.rw:す。
数値解析は/J{の手順で行った(図 4.15) 。 肢を材軸方 Itîjに均等に分割して微小~A;に分け、図のよ

うに座卵、軸をとる。柱には一定軸;1)PがfF川しているものとする。

I 住頭変位6を決め、自主ió~描での水平反ゴ') !を 5ijí性として求める。このことから牧脚:l~分での rl11

げモーメン卜 Moは、 Mo= PO/2+!11/2となる。

2 各微小妥紫について、下端的分の笈}~から次の手陣lで上端部分の変形を計算してし、く。

(a) 微小要素の変i~l'. y. を仮定する。

(b) 'll'索 F端部の出Iげモーメノト Mぃ 1をJIJいて、要素上端部の1111げモーメント M.は Mi=

p. (0 -y.-1) +!. (JJ -x，-1)と31':1'1:できる。

(c)微小要素内でi1l1車がま一定とし、 その他はと下両端の山率の平均の他をとるものとする。一

定軸力Pの下でのモーメントー1111事関係により、 (2b)の結果からIIJJ都世は、 4>=(ゆ(M.-1)+

ゆ(M;))/2となる。

(d)下端部での回転戸)0'_1から、日出先sの回転11J0.は(2c)の結*を月]いて、 0，= 0'_1 + 4>1'." 
となる。

(c)微小要案内で回転11jOは一定とし、その他が上1:河端の回転11jの平均をとるものとすると、

微小妥索の変形は (0'-1+0.)/2.1'..1:となる。

(f) (2e) で計算した微小要点の変形と (2a) で仮定した変形は等しくなっている必~がある 。

等しくない場合はムめを新たに仮定し、':!j~しくなるまで (2a)~(2c) を繰り返 F。

3 1により位脱]での曲げモーメン卜 Moが決まり、また境界条件より柱脚部での凶転11JOoは00= 0 

となるので、これらの値を用いて 2のtil訴を柱脚から往頑に向かって順次行ってL、く。各微小

要素の変形の総和εI'.y，が柱磁変位のJI卸値である。
4. 1 で定めた柱頭変位の仮定値d と 3 のF. 1. :nで得られる伎碩変位のJt'j'/:j，直は~.;しくなっている必

要がある。両者が等しくない場合には阻定端水平反カ fを新たに仮定して、1i1'fHI立が仮定値に

収束するまで1.~3 を繰り返す。

5. 4で柱頭変位の，iI':n:f直が仮定値に収束する場合には、住頭変位の仮)Ejn'ioの他を地IJIlさせて再
び 1. ~4 を繰り返す。 4 で柱政変位の計算イl立が仮定他に収束しない嶋合には、仮定した位政変

位dに対応するつりあい状態がイf..(J.せず、J1!胞状態にあるということになる。
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関 4.15 数値解析プログラムのフローチャート
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4.3.2 実験結果と解析結果の比較

数値解析で得たσccとOc，の関係と災験結*とを比較して図4.16-4.20に示す。σ.cr，ac，は関 4.5-4.9
と同様に1l!，次元化して、解析結果を実線で示し、災験結果をプロットしている。これらの凶による

と、 Ócc/Óyoが1.0 より小さい場合にσccの解析他が~験他よりも多少，:五い悩を示す傾向があるが、全

体的に実験値と解析他はよく対応している。

1'li即時の変位Occが大きいときili即時圧縮応力JJf.ucrが l次モードでの他σcclを下向ることがある。

このことは、変位がi羽大するにつれて材端の回転が1ll(視できないほど大きくなり、そのため i次モー

ドでの座屈荷量よりも低い街宣で法肢を起こすことによるものと巧一えられる。また、 4.~.1節にぷし

たように、解析においては材端が回転しない進対称J~のモードを仮定しており、解析による雄加持軍

は l次モードでのili屈術111を下凶ることはなし、。そのため、脱届時の変位Occが大きい場合には4.3.1

節の解析方法では1'li屈現象を正般に提えることはできない。
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4.4 柱の設計式

4.4.1 実験結果について

転倒モーメントによる付加納カを受ける伎の雄Iiil判'j.illσ"を座屈長さ係数7に換算して ~"'Iι価する 。 ßi

屈1111線 (si屈応力皮σ"と納長比λとの関係を示す1111総)がσ，，=J(λ)で与えられているとする。:x験
により得られた座屈応力皮t(J'crと寸れば、柱の等価調111王比7λをJIjいれば，0""= J(-yλ)という関係が
成立する。したがって、座屈長さ係数7は

J-1(，σec) 
-y=一->.-

と定殺される。式 (41)の関係は、J1t屈長さ係数7について:'Gtき換えれば

(4.2) 

0.5く 7く I (4.3) 

ということになる。座屈長さ係数7は、日本土l!3転学会 「鍋構造設iiLIJl幣」に示される短期許容)，t;ブJ皮

に対応する座屈曲線に関して求めた。日本建築学会 「鋼情造設計主Il.憎」に示される短期許容応力I立は

次の式で表される。

( ，. 1 -0.4(λIA)' 
いい一一一一円 (λ 壬A)

σc' = ~ 0.277" 
I 1.5 x一一一行 (λ> A) l ~.. (λIA)' 

(4.4) 
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図4.21に座屈1111線を示す。この図によれば、鋼併記t設計成準による皮Iml曲線は、外相のポ材試験に

よる応力I.l!'歪み!主l刻係にJi;づく TangenLmodulus theoryによる庄日JilII線を下回っている。そのた

め、実験結泉及び解析結県を鋼構造設JHJl撃による脱届1111線をJ/Jいて出関長さ係数7に換Y):すると、

7の値が0.5を下回る場合があり、 (4.3)式のようにはならない。

実験結果と 4.3節で示した解析結mについて、庄l回目与の水平変位の1lff次元化最oc，!f'yOと脱届長さ係
数7との関係を図 422， 4.23に示す。これらの図によると、外位の知IJ圭比λによらず、 o"loyoが大き

くなるにつれて7も大きくなる傾向があることがわかる。

また、図 4.22，4.23の-y-o，，';oyol見l係は次の式で或わされる曲線でほぼ包絡させることができる。

1.2 
-y = 1.1一一一一一ーーーー

2 + oc，loyo 

(4.5)式から導かれる-y-Oc，lo，.ol刻係を図 4.22，4.23'1.'に太実線で示す。

(4.5) 
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4.4.2 設計式

本実験では矩形断面の柱をJHいたが、実際の締造物の位は II}[;鋼、角形鋼色、円}[;剣告などをm，、
ている。そのため、本実験て'得た知l見をそのまま実際の緋造物に適用することはできない。しかし、

4.3節で示したように本実験の結巣は数値解析で予測昔ることができることがわかった。したがって、

同じように数値解析を行えば、実際の構造物の柱に対しでも転倒モーメン卜下における座屈荷重の

予測が可能なはずである。

そこで、柱の断面を角形またはH}[;として4.3節と同様の数値解析を行い、様々な純l長比λについ

て-r-6，，/6yo関係を調べた結果を図 4.24，4.25に示す。幅厚比 D/lは20とした。これらの図による
と、角形及び H)[;断面の場合の7の値は矩形断面である実験の場合に比べて多少大きL、値をとるが、

全体の傾向は同じであるということができる。

図4.24上に (4.5)式のIlll線を描くと、(4.5)式のIUI線は解析結-*を包絡していることがわかる。つ

まり、 (4.5)式は実月]断面の柱の-r-6，，/6yo凶係をも包絡している。そこで、司王者らは (4.5)式を転倒
モーメント下における位の座屈に対する設計式として提案する。
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4.4.3 柱 の材端回転角の級いについて

本論文で詞ι価した柱の座屈耐力は、柱の材端の回転が無視できる場合のものである。しかし、実際

の構造物では、 5誌が変形することによって位の両端に回転111を生じる。このような場合には、本論文

で示した結果をそのままfOt、ることはできなし、。

住の材端の回転角がm¥視できない場合には、本土にf'1'JlJする軸力の材軸方ItlJの成分を与えれば、本論
文で既に示した結果をJIjいることができる(関4.26)0J'目前を h，居間変形111を骨、」ニ Fの紫の端部の

回転111を凡であるとすると、座屈耐プJ'を:!'l'fafiするための有効制力 N，と有効府!日l変位んは次のように
表わされる。

N， = NCOSOb 

0， = h(世 0.)

(4.6) 

(4.7) 

式 (4.6)， (4.7)を用いることにより、位は3告が剛な場合と同様な境界条件におかれることになる。

-、、 8，

図 4.26枝の材総回転戸jの扱い
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4.5 まとめ

簡易な模型を用いて、転倒モーメントを受ける骨組の柱の陸出現象を災現させることができた。そ

の結梨、転倒モーメン卜による付加納力を受ける位の座屈而IゴJが I次モードの座屈而i1Jより大きく
なることを施認した。この笑験結果は4.3i1iiで述べた数値解析により予測できる。尖際の構造物に1日

いられる位についても同様の数値解析を行い、Jili即時における水平変位d"とB1屈長さ係数7との関係

式 (45)を導くことができる。この式 (4.5)を転倒モーメン卜下における柱の座胞に対する設計式と

して提案する。
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第 5章

エネルギ集中型柔剛混合骨組の耐震設計法

5.1 はじめに

ここまでに、第3章ではエネルギ集中型構造の極阪地震時の応答予測について、宜';4章ではエネノレ

ギ集中型骨組の主柱の極限地震時における全体座屈に対する耐力について述べた。本章では、第3章

および第4章の結果を総合したエネノレギ集中型柔剛混合骨組の耐震設計法を提案する。

通常の骨組では、主構造体は鉛直荷重を支え、かつ強震時にはエネルギ吸収能力を発揮して変}~

を抑えるというように、 一つの部材が常時荷量を支えるという役割と地震時に骨組に入力されるエ

ネルギを吸収するという役割の二つの役割を同時に巣たさなければならない。一方、エネルギ集中

型柔剛混合骨組では、主構造体は鉛直有~lliを支えるのみで地震動によって骨組に入力されるエネル

ギをほとんど吸収する必要はなく、骨組全体としてのエネルギ吸収能力はエネルギ吸収'll!:lI~に負担

させており、通常の骨組の部材が同時に果たしている二つの役割を主構造体とエネルギ吸収要素と

で分担している。このことは、エネルギ集中型柔剛混合骨組では、骨組全体の殺到において鉛直荷

量に対する設計と地震荷重に対する設計とを分離できる可能性があることを示唆している。つまり、

主構造体は鉛直荷重に対してのみ設計を行い、地震荷重に対しては主構造体が弾性範聞に留まるよ

うにエネルギ吸収要素を設計する、というような設計が考えられるのである。もし、このような構造

設計が可能となれば締造計画・態築計画上の自由度が大きくなり、そのことは設計行為全体の自由度

を大きくすることにつながると思われる。

現在既に実現されているエネノレギ集中型構造である免震構造や制農機造については、エネルギ吸収

要素が先に決まっていて、それに応じて骨組全体を設計するとし、う手順で設引が行われていると忠わ

れる。このような設計の手順は、本主主で提案する設計法と逆の手順となる。このことは、現在では未

だ多くの技術者や研究者によってより高い性能のエネルギ吸収安紫が日々開発されている状況である

ことが理由である。エ早ルギ集中型構造においてエネルギ吸収要素は骨粗の耐震性能を決定する主要

な要素であるが、現段階では建築に月H、るエネルギ吸収要素に!刻する技術は成熟したものであるとは

言えず、様々な性能を持つエネルギ吸収!J¥'紫の中から所要の性能を持つものを自由に選択するという

わけにはいかない。したがって、現時点では本章で述べるエネノレギ集中型柔附混合骨組の耐震設計法

は実現性に乏しいものであるかもしれないが、今後様々な性能のエネルギ吸収袈索を自由に選択して

使用することが可能な状況になれば、現実に適用可能な設計法になる可能性を秘めていると考える。

本章では、鉛直荷量に対する設計と地震荷重に対す一る設計を別個に行うようなエネルキ'集中型柔

剛混合骨組の設計法を提案し、健策した設計法に基づいていくつかの例起を解き、その過程を通して

設計法の妥当性や可能性を検討することを目的とする。
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5.2 エネルギ集中型骨組の耐震設計の手順

エネノレギ吸収要素を持つ柔附混合エネノレギw，'-I'型柑造の利点のーっとして、 59<震時に鍛傷を受け

る部位をあらかじめ特定できることを挙げた。通常のft組では、部材は長JUJ<lE在を支えるという役割

と強震時にエネルギを吸収するという役割の二つの役;!mを巣たさなければならない。しかし、エネル

ギ集中型句組では骨組部材が来たすべき役割は長期待lliを支えることだけに限定される。このとき、

部材断面の決定に際しては煽厚比制限などを考i置する必要がなくなるため、部材断面についての臼

由度は大きくなる。骨組全体のエネルギ吸収については、エネノレギ吸収'll!)I~の性能のみに泊目すれば

よい。

図5.1に、このような方針に従ったエネルギW，9'型fj'組の耐震設計の手順を示す。主権遺体につい

ては、まず位及び梁の断面を鉛直荷重(長期荷量)のみを考えて部材断面を決定し、水平{，!il立について

はエネルギ吸収層に害l 容Ji!i 間変}~11JO';m ;Ò{生じるときに各部材が弥性に悶まるかどうかを検討する 。

一方、エネルギ吸収要紫については、強震下でのエネノレギ吸収胞の府 IlU変J~11Jが0 ，冊以下になるよう

にエネルギ吸収要素の設引を行う。つまり、主構造体の設計においては許容居間変形戸rjOlimを生じる

ような状態に対して弾性設計を行っているだけでぶ平{Ii重の評価は行っておらず、水平荷重のB司'価は

エネルギ吸収要素の設計を行うときにのみ必弘'となるため、鉛目立仰lliに対する設計と地震荷重に対

する設計が分離されることになる。

上に述べたことからわかるように、本設~I 法では許容Jø間変}~1'JO"mがエネノレギ吸収'll!~の性能を

規定する抵裂なパラメータとなっている。許容府|凶変形11J 01l mが小さいほど、地震時のfJ組の変J~を

抑えるためにエネルギ吸収姿禁に高い性能が必要となる。主骨組に月]いられる鋼材の性能や二次部

材の変形追従性能が向上することにより、許容庖l間変}~JIJB"mを大きくすることが可能となれば、エ

ネノレギ吸収要素に要求される諸性能も緩和されることになる。

本宣言で倣う骨組と第3章で扱ってきたせん断型モデノレとの関係は、秋山が従来する集約ljll立ラーメ

ン法1)で対応づけることにする。
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限界届間変形角的，m

発生時に骨組は弾性か?

地震時の座屈を検討

N 

N 

図 5.1 エネルギ集中型骨組の耐震設計の手順
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5.2.1 集約単位ラーメン

ラーメン構造は柱、梁、柱紫綬合部などから構成されており、それらの部材の何重変形関係と府の

荷1lì変形関係との対応関係を明らかにしておく必要がある。秋山は、脳の術m変J~特性を評価するた

めに集約単位ラーメン法という手法を提案している。~約単位ラーメン法とは、各層のj回せん断力の

負担lfIに基づいて梁及び住梁接合部ノ々ネルを上下府に分解し、これをさ らに lスパンの巾t立ラーメ

ンに集約するという方法である(図 5.2)。以下に、集約単位ラーメン法について述べる。

多層骨組の地震時の層せん断力分布は、最適せん断力分布に近い分布になっていると与えること

ができる。このとき庖せん断力分布否は、次のように去すことができる。

N 

Qi =:2二17E (5.1) 

iJI図上部の紫及びパネルは、 z府の府せん断力否;によるモーメント，M，t::i+l胞の庖せん断力 Q'+1
によるモーメントbMi+lに抵抗するため、 z層上部の3粧をbMiとbMi+lの比l:j-3で分解する。柱の反出l

点を住中央と仮定すれば、着目する z局上部梁の分自l比d;は

d; = _ h;Qi -
8ーん否7+hi+lQi訂

ここで、 l1i1hi+l : i庖及びi+l周の階高

(52) 

着目する梁及び柱梁接合部ノマネノレの力学特性値(，giJ.且及び剛性)を 50とすれば、分割によりその特性

値は各庖に次のように分割されることになる。

8j = sodj 
5;+1 = 50(1ーの)

(53) 

(5.4) 

このようにして上下層に分解された層ラーメン什組について、 litiラーメノに存右するすべての位、

梁部材の剛l度及び強度の部材積別ごとの和を求め、それを半分ずつ上下の然、左右の位に配置したも

のを、その届ラーメンの集約単位ラーメンとする(図 5.3)。つまり、集約単位ラーメンの住部材の岡1)

j亙ヌ;及び梁部材の剛度戸マ~，まè'J.:のように表すことができる。

唱 "'0
;天= ~ Lcf{ij (5.5) 

， "'. F;=iZ内 (5.6)

ここで、 J 部材需号

1nc iJ留の周ラーメンにある柱の数

n1b 1庖の脳ラーメンにある梁の数

このとき、集約単位ラーメノの等価な崩剛性 }{eは、次のように表すことができる。

24E 1 
I<， = --;ー一一一一一一一ー
h2 1 1 
一一ーヌ;l江:

柱梁枇b](j/cI<jを
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R= b支~/エ
と磐くことにすると、 Keは次のようになる。

lイー竺互_!!:_，J¥;，-h' R. + l' 句

(5.8) 

(5.9) 

bI<， 

一一_l ーしー」

，/(，1I I I 
府ラーメン

図 5.2 多庖骨組の府ラーメノへの分解

届ラーメン

πて

r二 r
b/(， 

集約単位ラーメン

[
 
J
 
f
 
f
 
c
 

並立

図 5.3 ラーメンの単位ラーメンへの集約
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5.2.2 骨組の主要パラメータの設定

本節では、標準的な骨組について耐震設計上のパラメ ータを設定する方法について述べる。本節

で対象とする骨組は3.6.1節で述べたような構造7'ロックに分けることができるものとする。さらに、

各締造ブロックは等しいJfii数で構成され、各精進プロックの最下府がエネルギ吸収府であるものとす

る 。 骨組の各~は等質量であり、各層の附雨、及びエネルギ吸収JWやそれ以外の一般R'iの限界府間変

J~fiJは全層で等しく、それぞれ 11 ， OJiml 00であるとする。

1 エネルギ入力の設定

強緩H時寺に骨組に生じるf損員傷 l問何竹Fμは立;1:1
価になる。

叫 = i M V均刷叩叩'E(川川(σ伺T引1
ここで、 M 宵組の総質量，T，引1 刊組の 1~次k悶有!品刷L剖ωlυj期羽である 。

2エネルギ吸収要索の設定

・粘性型エネルギ吸収要紫の掛合

(510) 

各層のエネノレギ吸収支ー紫の粘性減哀係数を C;とする。このとき、骨組内の全てのエネルギ

吸収要素の吸収エネルギの総和Iについて、 e1zの条件が成り立たなければならない。

.L2 c;(hB川 2>Wp (5.11) 

この式を整理して、 c，についての次の条件式を得る。

2二 WC; >ー'...:E_
g/21a28;m 

(512) 

-履歴型エネノレギ吸収要素の場合

骨組内に設けられるエネノレギ吸収裂索はすべて悶ーのもので、降伏ImJカ Q，ν，降伏変J~ð，ν

の完全弥塑性型の復元力特性を待つものとする。このとき、骨組内のすべてのエネルギ吸

収要素の累積塑性変形倍箪の総和hho叫について、 e1zの条件が成り立たなければならなし、。

ηtotalQJνんν>Wp (5.13) 

また、骨組内に必~なエネルギ吸収要素の局数7tbについては、政大変)~liì:の条例から次

式が成り立っていなければならなL、。

nb .8hOJim > 1}totnldsy (5.14) 

(5.13)， (5.14)式より、~についての次の条件式を得る。

W. 
7lh>~ h>ー一一一一一一-
fJ - 8h01imQsy 

(5.15) 

3 ブロック分け

骨組をブロック分けする目的は、エネルギ吸収に必要な骨組全体の変)~をいく つかのエネルギ

吸収庖に分散させて、個々のエヰノレギ吸収要素に必要となる最大変)~能力を小さく抑えること

である。したがって、各エネルギ吸収用に生じる変形はほぼ~ß しくなるように設定するのが望

ましし、。そのためには、各構造ブロックごとの質量がほぼ等しくなるように、つまり各構造ブ

ロックの局数が等しくなるようにブロック分けを行えばよし、。したがって、 fHJl頂部の地震時

最大変形をdmaxとすると、旬組中の構造プロックの数7tbは次の条例を制足する必要がある。
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Omux 
nb>一一一一
hO!im 

(5.16) 

4 一次閤有周期・降伏せん断力係数の設定

多層骨組の一次固有周期JT，について、次の近似式が成立することが示されている九

国石'!n
T， = 0.151¥1-'ニ

vα1  
(5.17) 

ここで、

N 多府骨組の全府数

7 降伏H寺の層間変形角

αl ベースシア係数

"0 各層の階高

である。本節では、多層骨組を少ない質点系にブロック分けされた骨粗として扱うので、 (517)

式中のパラメータは

7 ニ
A
V
-

N
一的
+
一

劉

い
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ク
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=

の
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口
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ツ

の

叫

「

「

・
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一
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組ぺ一
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噛
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問
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一

州
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川

町
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一
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一
向
的

N = 

Nb 

"0 
となる。これらのパラメータを (5.17)式に代入して盤理すると次のようになる。

T，伊 1=A (A三 0.151Vnb' {Olim + (Nbー l)Oo)州) (5.18) 

T" α1はこの (518)式によって定まることになる。

3章に既に示したように、エ不ルギ吸収要。索が粘性型の場合にはεCiのイ直を大きくすればするほど
構造物の応答せん断力を低減させることができるが、履歴型の場合には応答せん断力に下限値が有

在する。そこで、エネルギ吸収要素が履歴型であり、かっ応答せん断力がほぼ下限値をとる場合につ

いて、前述の条件を用いて各パラメータを設定する方法について述べることにする。

まず、 3の条件について考える。 3:l;l'の結果から、応答せん断力係数α:の下限値は孫i性に留まるた

めのせん断力係数h の 0.5倍程度と言うことができる。そこで、応答せん断力係数α1を次式のよう

に定める。

(_ 2π¥!E(TI) ¥ 
α1 = 0.5"， I αe ーで~\' " ) (5 19) 

¥ 91，/  

このとき、 N層の多層骨組と同じ質量M、同じ一次固有周JQJT，を持つー質占系の絞大水平変形Om出

については、

、、l
t
tノ

山一

η

〆
r
4
4
4
t

、、
M
 
×
 

九一則一
向

×
 

(5.20) 

が成り立つ。したがって、 Ornaxは

O
m
= = ¥!E(TI)T， -nax - 4π 

(5.21) 
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と表わされる。多層骨組全体に生じる最大水平変形も、この九日とほぼ同じと考えられる。各エネ

ルギ吸収層の最大変形が等しいと仮定すると、信組'1'の構造ブロックの数川は次の条件を満足する

必要がある。

色主<hB1lln 

". 
(5.21)， (5.22)式を盤理して、叫についての次の条件式を得る。

η 〉 71VE(Tl)..? 
- 4πhB1irn 

次に、 4の条件を考える。 (5.19)式を (518)式に代入して整理すると、

/“ A2¥ 

T， VE(Tt) = B I B三己示j

(522) 

(5.23) 

(5.24) 

ここで、設計mVEスベクトノレが図 5.4のように設定されているものとすると、 T，は次の二つの方程式

(PI=B 
=土T，' =B 
"G 

の解のうちの大きい方となる。したがって、 T，は次のように表わすことができる。

ゎ max{~坪)
α1は、このむを用いて (5.18)式より次のように表すことができる。

，= (昔)

(5.25) 

(526) 

本章で対象としているプロック分けを行うような骨組の一次固有WJJQJは比較的長いものとなる。過

去の多くの地震波ではTGは1秒前後の他であるから、本軍で対象としている骨組の一次固有周期T1
は、図 5.4の設計用 VEスペクトルの T>TGの領域(VEが一定となっている領域)にあるものと考え

て差し支えなL、。この場合 VE(T，)=凶だから、 (5.25)式より

0.151'.'1 
T， = ーでア一向 {Olim+ (Nb - I)Oo) h 

7πT川0

0.151'.'1 .，̂' (，. 01;川m/
= 一でア一 NO内oh 11 +一一寸ア一一 l

πhムo ¥ 1Vb ) 

となる。さらに、 (527)式を (526)式に代人することにより

/πVo ¥' 1 1 
α1= .--.-一一一一ー一一一一一-
¥ 0.1510 J NOoh 0，;，"/00 -1 
、" l+~ー

となる。また、 (5.23)，(5.27)式より

。lim/OO-1 ， 1+一一」一一一-
nh〉 01514g Nb 
一一υ4π， 01;m/O。

(5.27) 

(528) 

(5.29) 

N 
となる o 7lbの定義により、 7lb=一ーである。この関係によって (529)式をさらにE監理すると次の条"-.-._. -._. Nb 

件式を得る。

129 



I ..1_2 

Nhく l一一ーァ 1 10';，"/00 + 1 
¥ 0.151'.9 } ...." .. 

(5.30) 

(5.30)式は、構造ブロックの周数Nbの値が多庖骨組の全層数Nに依存せずO!im/O。のみによって定ま

ることを意味している。 (5.30)式により、構造フ'ロックの数 71bについては次のような条件式が得ら

れる。

N 
llb>ーァーァで「一一一一、

( ̂  :と.，-1 I 8，;m/Bo + 1 
¥0.151'.9 ~) 

(5.31) 

(5.28)， (5.30)式の結果を表5.1に示す。この表から、 O';m/OOが一定であれば、 Nbが小さいほど、す

なわちエネルギ吸収胞の数が多いほど応答せん断力係数が小さくなることがわかる。しかし、エネル

ギ吸収屈ではエネルギ吸収庖を設け、さらに大きな厨間変形を許容するために地造的に十分な西出置が

必要であるため、エネノレギ吸収周の数をあまりに榊やすことは経済的な観点から見て好ましくなL、。

Nbの値は、応答せん断力係数α1の値と様々なコストとのバランスを考慮して設定されるべきである。

VE 

V。

。
TG 

T 

図 5.4設計用 VEスペクトル

(h=(FT 
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α1/α。 Nb 

i 2 3 4 5 6 7 8 

。bm/OO

l 

1.5 0.667 0.800 

2 0500 0.667 

2.5 0400 0.571 

3 0.333 0.500 0.600 

3.5 0.286 0.444 0.545 

4 0.250 0.400 0.500 0.571 

4.5 0.222 0.364 0.462 0.533 

5 0.200 0.333 0.429 0.500 

5.5 0.182 0.308 0.400 0.471 0.526 

6 0167 0286 0375 0.444 0.500 

6.5 0.154 0.267 0.353 0.421 0.476 

7 0.143 0.250 0.333 0.400 0455 0.500 

7.5 0133 0.235 0.316 0381 0.435 0.480 

8 0.125 0222 0300 0364 0.417 0.462 0500 

85 o 118 0211 0.286 0.348 0.400 0444 0483 
9 0.]]1 0.200 0.273 0.333 0.385 0.429 0.467 

9.5 0.105 0.190 0.261 0.320 0.370 0414 0452 0.485 

10 0.100 0.182 0.250 0.308 0.357 0.400 0.438 0471 

( ，，-Vn ¥ 2 1 
= I n'~; ~ ) "一一， (5.30)式を満たさなL、場合はーとしてし、る)
¥0.151!1) NOoh 

表 5.1 プロック分けについてのパラメータと町の関係
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5.3 例題1.- 5層 1スパン骨組 一

ここでは例題として5府 1スパンの骨組の耐震設計を扱う。条例は以下の通りとする。

・骨組の形状は図 5.5に示すものとする。

-各層にエネルギ吸収要素を設けるものとする。

.柱及び梁の断面は全周で同ーとする。

-使用する鋼材は、柱については HT80(η=6.8tf /cm2，円=8.0tf /cm2)の円形鋼管，50につ

いては SS400の H形鋼材とする。し、ずれの鋼殖についてもヤング率は Eニ 2100(¥f/じrn2)と

する。

・柱部材の円形鋼管の幅厚比D/1.はD/t= 10とする。

.鉛直荷重の大きさについては、 800kgf/m2とする。

・地震荷重の大きさは、極限地震を想定して入力エネルギの速度換算値 Vιて，Ve = 150cm/sec 

に相当するものとする。

・各層の限界居間変形は 10<:111とする(限界府間変形角。hm= 1/50)。
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図 5.5:5府 lスパン骨粗
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5.3.1 主権造体の設計

(1) 柱部材の断面算定

第 1府の柱に作用する軸力は、

(0.8tf/m' x 10m x 10m) x 5/2 = 200tf 

である。建築基準法の長期の座屈耐力がこの値を上回るような最小の断面は D= 2Jcmのときで、

このときの諸量は以下のようになる。

断面積A= 124.7cm' 

断面2次モーメント 1= 5636.3cm' 

断面係数Z= 1/(D/2) = 536.8cm3 

断面2次半11;i = VIfA = 6.Icm 
細長比λ=500/i = 74.6 

限界細長比A=点;互=川v 06σy 
長期座屈耐力 N"= 215.7tf > 200tf 

そこで、柱部材の断面は D== 21crn) t = 2.1cmと仮定する。

(2) 梁部材の断面算定

E誌の両端を単純支持とすると、部材に生じるl出げモーメン卜の技大値Mmaxは、

Mma， = (0.8tf/m' x lOm) x (10m)' /8 = 100tf. m 
となる。このような荷量の下で弥性に留まるように、梁部材の断面を次のように仮定する。

H(mm) x B(mm) x t1(m吋 xi2(m吋=800 x 300 x 14 x 22 

断面2次モーメント 1= 254000cm' 

断面係数Z= 6410口n3

このとき梁部材の曲げ耐力については、

Mm"'/Z = 1.56く 2.4/1.5

となる。

(3) 弾性一次固有周期目の算定

以上のように毅部材と柱部材の断面を仮定すると、梁部材と柱部材の剛比 Rは

254000/1000 
R=一一一一一一一一一=22.5 
56363/500 

である。よって (5.9)式より、各層の居剛性kiは次のようになる。

24E R 
，.，一一 x(56363/500) 
h' R+ 1 
= 2.176(tf/cm) 

各局の重量は 0.8tf/m'x 10m x 10m = 80tfである。ここで閲有値解析を行った結果、このf旬j

性一次悶有周J期羽T引1はT引'1= 4.28おse町C となる。
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(4) 許容層間変形時の検討

第 I層に許容周間変形 10cmが生じるとき、1Il1周に生じる焔せん断ブ'JmaxQlは

ma，Q， = 2.176 x 10 = 21.76(tf) 

であかこのときの第 1厨の許容厨せん断力係数maxO，!は、

maxα， = 21.76/(80 x 5) = 0.0544 

ところで、極限地震時の総エネルギ入力を V"= 150(cm/sec)としているので、作品nが弾性に留まる
ために必要な層せん断力係数叫は

21γVR 
α. -一一よ=0.225 
gT 

である。したがって、骨組の構造特性係数fD，は

fD，く 0.054410.225= 0 242 

という条件を満足している必要がある。

5.3.2 エネルギ吸収要素の設計

(5.32) 

エネルギ吸収要素の復元カ特性を考えると、最大変形l時にエネルギ吸収要素が発御している復元力

を考えると、骨組全体の構造特性係数 D"骨組の精進特性係数fD，のl聞には次のような|刻係がある。

D.， 二 fD.，(粘性型)

D， = fD， + .， D，(履段型)

ただし、3D，. 履歴型エネルギ吸収要素の楠造特性係数

(1) エネルギ吸収要素が粘性型の場合

(5.33) 

(5.34) 

ここでは、各層に設けるエネルギ吸収要素の性能はすべて同じとする。すなわち、各府の粘性滅哀

係数hiはすべて等しいものとする。そして、 3.5.2(2)節に示した (3.53)式を!日いて hjに閲する条件

を求める。ここで対象としている骨組については、固有値解析により'Y'= 2.871， '" = 2.468である

から、 (353)式より、

D.=一一一一一土
ーゾ1+8π1.， .2.871/2.468' 

そして、 (5.32)式の条件、及び (5.33)式より

L一一一一<0.242 、11+ 8..1.， 2.871/2.4682 
この式を整理して、 hiについて次のような条例を得る。

hi > 1.357 
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(2) エネルギ吸収要素が履歴霊の場合

3.4.3節に示される応答結果より、骨粗全体の応答が安定するようなエネノレギ吸収要素の構造特性

係数，D，については、次のような条件を与えることができる。

，D， '" 0.2 (5.35) 

したがって、 (5.32)，(5.34)， (535)式より、 D，値については次のような制限があることになる。

D， < 0.442 (5.36) 

ところで、エネルギ吸収要素が履歴型の場合の D，値は (3.58)式のように表すことができ、さらに
この D，値の最小値が (3.35)式で表すことができることを 3.5.2(2)節で示した。この (335)式から
は、さらに

Ds>JE=0484 (537) 

ということがわかる。この条例は、 (536)式と矛盾するものである。

5.2節に述べたように、許容居間変形角Olimを大きく1ることでエネルギ吸収要素に要求される性

能を緩和することができる。しかし、ここでは許容居間変形角。limの値はそのままにして、主構造体

の柱 ・梁の断面を新たに仮定して倹討し直すことにする。 5.3.lil'riに示した断面の仮定においては梁

は柱に比べて十分剛であるから、柱の断面を大きくして検討し臨すことにする。

a 主構造体の断面算定

柱の断面を新たに D= 23cm(t = 2.3cm)とする。このときの諸ii1:は以下のようになる。

断面積A= 149.6cm' 

断面2eXモーメント 1= 8ll0.1cm4 

断面係数 Z= I/(D/2) = 705.2cm3 

断面2次半径 i=vii万二 7.36cm

細長比λ=500/i = 67.9 

1_'布、
限界納長比A= ，/;でニ=71.3 v 06σy 
長期Jili屈耐力 N".= 307.8([ > 200¥[ 

梁部材と住部材の剛比Rは

R = 2~4000 /1 000 
=一一一一一一一=15.66 
8110 1/500 

であるから (5.9)式より、各層の庖剛性kjは

24E R 
ks=17ErT×(81101/500) 

= 3074(([/cl11) 

となる。固有値ー解析により、この骨組の弘i性一次回有周期T1はT1= 3.59secとなる。

第 l層に許容居間変形 10cmが生じるとき、第 lJl!Jに生じる崩せん断プ']01，¥.XQlは
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maxQlニ 3.074x 10 = 30.74(tf) 

であり、このときの第 1J笥の許容庖せん断力係数maxQ'1は、

maxα， = 30.74/(80 x 5) = 00769 
ところで、極限地震時の総エヰルキホ入力を Ve= 150(c111/sec)としているので、骨組が抑制に留まる

ために必要な崩せん断力係数αeは

2πVp 
αε=一一一ニ=0.268 
』日T

である。したがって、骨組の構造特性係数jD，は

(5.38) j D， < 00769/0.268 = 0 287 

という条件を満足する必要がある。この条例は (5.37)式の条件と矛盾しなし、。

b エネルギ吸収要素の設計

エネルギ吸収要素の降伏強度は最適降伏せん断力係数分布にしたがうものとする。つまり、特定の

層にエネルギが集中しないものとする。

エネルギ吸収要素が履歴型の場合の D..値は (3.58)式のように表すことができる。ここでは、柔要

素と剛要素との剛性比 f{jをl¥'j= 5と設定することにする。悶有値解析により-y= 2.871，町 =2.468 

であるから、 (358)，(5.34)， (535)， (5.38)式より

D. = 7'， (，/64 x 2.8714' + 16 x 28714 + 2. _ 8 x 2.8714 + 1 i 
.! = 1'1 Iυ一一一一一一一一一+一一一一一一一+ 一一一一一一一一+11く 0.287+ 0.2 ¥ V 2.458' 5 x 2468γ1 2.468 "J 

この式を盤理すると、次のような ηについての条件式を得る。

0.175 < "，く 0.204

地震時における座屈の検討5.3.3 

柱は全厨で同ーの断面としているので、8t屈の検討は軸プJとせん断ブJが最も大きくなる第 1)百の

みについて行えばよい。

エネルギ吸収要素が粘性型の場合

各層に作用する層せん断力Q，は

Q， = 0.0544 x 1.000 x (80 x 5) = 21.76(tf) 
Q， = 00544 x LlOO x (80 x 4) = 19.15(tf) 
Q3 = 00544 x 1.252 x (80 x 3) = 15.35(tf) 

Q4 = 0.0544 x 1.523 x (80 x 2) = 13.26(もf)

Q5 = 00544 x 2.010 x (80 x 1) = 875(tf) 

となるので、各j留に作用する水平力 lミは

(1) 

Q， -Q， = 2.61(tf) 
Q， -Q， = 2.80(tf) 
Q， -Q4 = 3.09(tf) 
Q， -Q5 = 4.51(tf) 
Q5 = 8.75(tf) 

良

川

九

九

九

九
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となる。このとき第 1}習に作用する転倒モーメント Mo，は

Mo， = 8.75 x 25 + 4.51 x 20 + 3.09 x 15 + 2.80 x 10 + 2.61 x 5 = 396.35{Lf) 

となるので、転倒モーメントが作用することによって第 l周の担に付加lされる紬力 N仰は

No， = Mo，/l0 = 39.64(tf) 

である。

地震動下における第 l層の伎の座屈に閲しては、限界府間変形 (10cm)発生時に上に求めた付加納

カN"が作用した状態における座屈耐力を考えればよい。このときの座屈而I力はm4j';iに示した方法
で求める。

柱に軸力が作用しないとしたときの弾性限変位九oは

d タ17../'
0=  l Ĵv!!.ー=12.85(crn) 
6EI 

となる。このとき、限界府間変形drn，1);= 10cmに対して

oma，loyo = 10/12.85 = 0.778 

であるから、 (4.5)式により、 ffi屈長さ係数7は

1.2 
"1=1.1-一一一一一一=0.668 

2 + 0778 
となり、等価細長比んは

λ， = 0.668 x 74.6 = 49.8 

となる。したがって、 (4.4)式により地震荷重時における座屈耐力σ"は

1 0.4 (49.8/71.3)' 
σcc = 1.5 x 3 2.' .".~， • ..~， x 6.8 = 4.50(tf/cl11') 

+ー(49.8/713)'
2 3 

(λeく̂ )

であり、 lili屈自寺輪カは

124.7 x 4.50 = 5612(もり

である。

限界居間変形時において柱に作用する軸力は

2∞+ 39.64 = 239.64(tf) < 561.2(tf) 
であるから、地震時においても第 l庖には座屈は発生しない。

(2) エネルギ吸収要素が履歴裂の場合

第 lJ音の応答せん断力係数α:は

α1 = 0.268 x (0.287 + 0.2) = 0.120 
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だから、各層に作用する庖せん断)JQiは

0.120 x l.000 x (80 x 5) = 48.00(lf) 

0.120 x 1.100 x (80 x 4) = 42.24(lf) 
0.120 x 1.252 x (80 x 3) = 36.06(tJ) 

0.120 x 1.523 x (80 x 2) = 29.24(lf) 

0.120 x 2.0JO x (80 x 1) = 19.30(lf) 

Q， = 
Q， = 
Q3 = 

Q4 

Q5 

となるので、各層に作用する水平プ'JPjは

Q， -Q，ニ 5.76(lf)
Q， -Q3 = 618(lf) 
Q3 -Q4 = 6.82(lf) 

Q4 -Q5 = 9.94(lf) 

Q5 = j9.30(lf) 

D

日

乃

九

九

九

となる。このとき第 l層に作用する転倒lモーメント M，.は

M，. = 19.30 x 25 + 994 x 20 + 6.82 x 15 + 6.18 x 10 + 5.76 x 5 = 874.2(lf) 

となるので、転倒モーメントが作月]することによって第 l府の住に付加される軸)JN".(;J: 

N，. = M，./10 = 87.42(lf) 

である。

地震動下における第 1)習の柱の座屈に閲しては、限界lI"j間変形(lOcm)発生時に上に求めた付加l軸

カ N仰が作JTJした状態における座屈耐力を考えればよい。このときの鹿児耐力は郊4章に示した方法

で求める。

柱に軸カが作用しないとしたときの5iH生限変位九。I;J:

Zu"j' 
ν0=  LJ，.v;，ー=11.73(cm) 
6EJ 

となる。このとき、限界厨間変J!:'J間以 = 10cmに対して

Jm~/JyO = 10/ 11.73 = 0.853 
ふ
み7
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λε= 0.679 x 67.9 = 46.1 

となる。したがって、 (4.4)式により地震荷重時における座屈耐)Jσα は

1 -0.4. (46.1/71.3)' 。=1.5 x ';;-v.~. ¥"v"I' ""1 x 6.8 = 4.76(lf/cm') 
3 2. .__ _，' 
"'+ー(46.1/71.3)'
2 3 

(λeく1¥)
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であり、座屈時軸力は

149.6 x 4.76 = 712.1(tf) 

である。

限界層間変形時において柱に作用する軸力は

200 + 87.42 = 28742(tf) < 712 l(tf) 

であるから、地震時においても第 JI聞には座屈は発生しない。
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5.4 例題 2.-20層 3スパン骨組

ここでは例題として 20脳 3スパンの骨組の耐震設計を扱う。条件は以下のiillりとする。

-骨組の形状は図 5.6に示すものとする。

-第 1，5，9，13，17府をエネルギ吸収府とする。

・特定のエネルギ吸収周のみにエネルギが:ul>1 '-9ることがないものとする。

-同じ構造ブロック内の一般府の位及び梨の断面は同ーとする。

-使用する鋼材は、エネノレギ吸収厨の柱については HT80(σy= 6.81.f/cl11'，円=8.0Lf/cm2)の
厚肉鋼管Tそれ以外の腐の柱についてはSS400の角形鋼管、各層の殺についてはSS400のHil'

鋼材とするロ

-鉛直荷重の大きさについては、 800kgf/m2とする。

・地震荷重の大きさは、極限地震を旬、定して入力エネルギの速度換算他 VEで V"= 150cI11/sec 

に相当するものとする。

・各エネルキ'吸収胞の限界h"il11J笈)[iは 10じ111とする(限界脳|凶変形角0"，"= 1;'50)。
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5.4.1 主構造体の設計

(1) 柱部材の断面算定

エネルギ集中層である第 1，5，9，13，17層の内柱 1本あたりにに作用する軸カ N
1
，N
5
， N
9
， N
13
， 

N17は、

N， -(0.8tf/m2 x 10m x 10m) x 20 = 1600tf 
N5 = (0.8tf/m

2 
x 10m x 10m) x 16 = 1280tf 

N， = (0.8tf/m2 x 10m x 10m) x 12 = 960tf 
N13 - (0.8tf/m

2 
x 10m x 10m) x 8 = 640tf 

N17 = (0.8tf/m
2 
X 10m X 10m) X 4 = 320tf 

である。

建築基準法の長期の座屈耐力がこれらの値を上回るような、各層の柱の綬小の断面及び諸量はそ

れぞれ以下のようになる。

第 I層 (D= 41cm) 

断面積A= 475.3cm2 

断面2次モーメント 1= 81893.9cm4 

断面係数Z= I/(D/2) = 3994.8cm3 

断面2次半径i= .Ji7A = 13.1cm 

細長比λ=500/i = 38.1 

I "..2I7' 

限界細長比A=‘ょでニ=71.3 v 06σ〉
長期座屈耐力 N"= 1693.5tf > 1600tf 

第5層 (D= 37cm) 

断面積A= 387.1cm2 

断面2次モーメント 1= 54315.4cm4 

断面係数 Z= I/(D/2) = 2936.0cm3 

断面2次半径i= .Ji7A = 11.8cm 

細長比λ=500/i = 42.2 

f ....21;' 

限界細長比A= l， 子でニ=71.3 v 06σy 

長期座屈耐力 N"= 1291.7tf > 1280tf 

第 9層 (D= 34cm) 
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断面積A= 326.9cm2 

断面2d(モーメント 1= 38728.6cm4 

断面係数Z= I/(D/2) = 2278.2cm3 

断面2次半島=Vi7A = 10.9cm 
細長比λ=500/i = 45.9 

限界細長比A=もど互=71.3 
V 06σy 

長期座屈耐力 N"= 1043.0Lf > 960Lf 

第 13層 (D= 29cm) 

断面積 A= 237.8cm2 

断面2d(モーメント 1= 20497.9cm4 

断面係数Z= I/(D/2) = 1413.6cm3 

断面2次半径i= Vi7A = 9.3cm 
細長比λ=500/i = 53.9 

1"，..2，;司

限界細長比A=‘ーでニ=71.3 V 06σy 
長期座屈耐力 Nc，= 663.5tf > 640Lf 

第 17層 (D= 24cm) 

断面積A= 162.9cm2 

断面2次モーメント 1= 9615.3cm4 

断面係数Z= I/(D/2) = 801.3cm3 

断面2次半径i= Vi7A = 7.7cm 
細長比λ=500/i = 65.1 

限界細長比A=‘ど互=71.3 
V06σy 

長期座屈耐力Nc，= 359.Hf > 320Lf 

(2) 梁部材の断面算定

梁に作用する荷重は前節の5層 1スパン骨組の場合と同様である。そこで、梁の部材断面も 5層 1

スパン骨組の場合と問機に次のように仮定する。

H(mm) x B(mm) x t1(mm) xら(mm)= 800 x 300 x 14 x 22 
断面2次モーメント 1= 254000cm 4 

断面係数Z= 6410cm3 
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(3) 一般層の部材の断面の算定

一般層の層剛性は、 3.6.1節に述べた剛性低減係数βによって定まる。したがって、一般庖の部材の

断面はこのβの値を満足するように決めてやればよL、。

(4) 弾性一次固有周期T，の算定
以上のように梁部材と柱部材の断面を仮定すると、梁部材と柱部材の剛比Rは十分大きい値であ

るため、ほiません断型とみなすことができる。各層の層剛性んは次のようになる。

k， 66.039(trjcm) 
k5 43.800(もrjcm)

k9 31.231(trjcm) 

k'3 16.529(trjcm) 

k17 7.935(trjcm) 

各層の重量は 0.8trjm'x 10m x 10m x 3 = 240trである。この骨組を 5質点のせん断系とみなして
閤有値解析を行った結果、この骨組の弾性一次固有周期T，はれ=3.85sccとなる。

(5) 許容層間変形時の検討

第 1}晋に許容層間変形 10cmが生じるとき、第 l庖に生じる層せん断力maxQIは

m.，Q， = 66309 x 10 = 663.09(tr) 
であり、このときの第 l層の許容庖せん断力係数maxalは、

maxα， = 663.09j(80 x 3 x 20) = 0.138 

ところで、極限地震時の総エネルギ入力を VE= 150(cmjsec)としているので、骨組が孫{性に留まる
ために必要な層せん断カ係数h は

2πVp 
， =一一一ニ=0.250 
gT 

である。したがって、骨粗の構造特性係数/D，は

o/D，く 0.138jO.250= 0.552 

という条件を満足している必要がある。

5.4.2 エネルギ吸収要素の設計

(1) エネルギ吸収要素が粘性型の場合

(539) 

ここでは、各エネルギ吸収層に設けるエネルギ吸収要素の性能はすべて同じとする。すなわち、各

エネルギ吸収要素の粘性滅袋係数h，はすべて等しいものとする。そして、 3.5.2(2)節に示した (3.53)
式を用いて h，に関する条件を求める。ここで対象としている骨粗については、固有値解析により
')'， = 2.871，町=2.468であるから、 (3.53)式より、
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そして、 (5.39)式の条件、および (5.33)式より

く 0.552
ゾ1+8πh，• 2.871/2.468' 

この式を艶理して、んについて次のような条件を得る。

h， > 0.193 

(2) エネルギ吸収要素が履歴型の場合

エネルギ吸収要素の降伏強度は最適降伏せん断力係数分布にしたがうものとする。つまり、特定の

層にエネルギが集中しないものとする。

エネルギ吸収要素が履歴型の場合のD，fl直は (3.58)式のように表すことができる。ここでは、柔要
素と剛要素との剛性比f{;を f{;= 5と設定することにする。固有値解析により-r= 2.871，町=2.468 
であるから、 (3.58)，(5.39)式より

{ 164 x 2.8714' 16 x 2.8714 1 8 x 2.8714 ¥ 
，= r， I ，1一一一一一一一+一一一一一一一+一一一一一一一 +11く 0.552+ 0.2 ， ¥ V 2.468' '5  x 2.468 'rl 2.468 ，~ J 

この式を型監理すると、次のような ηについての条件式を得る。

0.037く町<0.549 

5.4.3 地震時における座屈の検討

各エネルギ吸収層に作用する層せん断力 Q;は

Q， = 0.138 x 1.000 x (80 x 3 x 20) = 662.4(tf) 
Q， = 0.138 x 1.100 x (80 x 3 x 16) = 582.9(tf) 
Q9 = 0.138 x 1.252 x (80 x 3 x 12) = 497.6(tf) 
Q'3 = 0.138 x 1.523 x (80 x 3 x 8) = 403.5(tf) 
Q17 = 0.138 x 2.010 x (80 x 3 x 4) = 266.3(tf) 

となるので、各層に作用する水平カ乃は

P， Q， -Q， = 79.5(tf) 
P， Q， -Q9 = 85.3(tf) 
P9 Q9 -Q'3 = 94.1(tf) 

P'3 Q'3 -Q17 = 137.2(tf) 

P'7 Q'7 = 266.3(tf) 

となる。このとき第 l躍に作用する転倒モーメント M"は

M" = 266.3 x 100 + 137.2 x 80 + 94.1 x 60 + 85.3 x 40 + 79.5 x 20 = 48254.0(もf)

となるので、転倒モーメントが作用することによって第 1層の往に付加される納カ N聞は

N" = M../30 = 1608.47(tf) 
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である。

地震動下における第 l層の柱の座屈に関しては、限界層間変形 (10cm)発生時に上に求めた付加軸

カ N叫が作用した状態における座屈耐力を考えればよし、。このときの座屈耐力は第4章に示した方法

で求める。

エネルギ吸収層の柱に軸力が作用しないとしたときの弥性限変位九。は

Zcr..[' 
ν0= ~，.-;'ー= 5.76(cm) 
6EI 

となる。このとき、限界居間変形amax= 10cmに対して

amax/aνo = 10/5.76 = 1.74 

であるから、 (4.5)式により、座屈長さ係数7は

1.2 
'1= 1.1 一一一一一ー=0.779 

2 + 1.74 
となり、等価細長比んは

λ， = 0.779 x 38.1 = 29.7 

となる。したがって、 (4.4)式により地震荷量時における座屈耐力σuは

1-0.4. (29.7/71.3)' σc， = 1.5 x ' ; v; ~~~"~ '.~' '~~: x 6.8 = 5.87(tf/cm') 
ー+ー(29.7/71.3)'
2 3 

(λ，<  ̂) 

であり、座屈時軸カは

475.3 x 5.87 = 2790.0(tf) 

である。

限界層間変形時において骨組の最外柱に作用する軸力は

800 + 1608.47 = 2408.47(tf) > 2790.0(tf) 

であるから、地震時においても第 l庖には座屈は発生しない。

第 l層以外のエネルギ吸収庖についても、同様に地震時の座屈に関する検討を行う。
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5.5 P -0効果

通常の骨組の応力解析では、骨組の変形に伴う二次的な応力地分(P-o効果)を考慮しないが、復

元カ特性といったかなり大きな塑性変形領域下での荷量変形を論じる際には P-o効果の量的評価を

行う必要がある。

層骨組における P-o効果とは、水平力下の層間変位dとその層に加わる重量 Wとによってもたら

される付加応力である。このような P-0効果は水平抵抗力の低下として捉えることができる。図

5.7に示すような柱頭と柱却をピン支侍とする骨組を考えると、層間変位6を生じている状態でつりあ

いを保つためには、次式で示すような水平カを腐の柱頭位置に変形の方向と逆向きに加えてやらな

ければならない。

阿10
d.Q= -T (5.40) 

(5.40)式より、 P-o効果は次式で表わされるような負のパネ定数 kpdを持つパネの効果と同じであ

ると言うことができる。

kpd =ぞ (541)

既に秋山は、 P-0効果を含む系の地震応答と、 P-0効果を含んだ単調加力下での荷量変形関係

による復元カ特性を持つ系の地震応答とほぼ一致することを示している31)。このことは、 P-o効果

が振動系の地震応答に及ぼす影響については、単調加カ下での荷量変形を求める際に P-o効果を考

慮しておけば十分であるということを意味している。したがって、本論文で対象としている柔剛混合

骨組においては、笑際の柔要素の剛性から P-o効果による負のパネ定数の分だけ減じたものを柔要

素の剛性とすれば、骨組の耐震性に及ぼすP-o効果の影響を考慮、できることになる。

「ヲー「
w 

図 5.7:P-o効果
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5.6 まとめ

本章では、第 3章で述べたエネルギ集中型柔剛混合骨組の地震応答に閲する性質と、第4章で述べ

た転倒モーメント下における多層骨組の往の座屈に関する性質とを総合して、エネルギ集中型柔剛

混合骨組の耐震設計法を提案している。本章での目標は、骨組全体の設計において鉛ii'i荷重に対する

殺到と水平荷重に対する設計を分離させたような設計法を提案することである。

5.2節では、上に述べた方針に沿った設計法のフローを示している。ここで示している設計法の特

徴は、次の二点にまとめることができる。

.主骨組の柱・梁の断面は、鉛直荷量に対する弾性設計によって決定する。

.エネルギ吸収要素の諸性能は、地震時における各層の層間変形角が所定の許容範凶内に収まる

ように設定する。

通常はエネルギ吸収要素の諸性能があらかじめ与えられており、その条件の下で骨組の設計を行うこ

とになるため、用いるエネルギ吸収要素を初めから決めておく必要がある。しかし本章で提案する設

計法では、用いるエネルギ吸収要素を骨組を設定した後から決めることができ、 「鉛直荷重に対する

設計と水平荷重に対する設計の分離」が実現できている。 5.2.2節では、この方針に従ってエネルギ

集中型柔剛混合骨組の耐震設計を行う場合に設定するべき諸パラメータを設定する方法について述

べている。

5.3，54節では、 5.2節で述べた設計法を用いて多層骨組の試設計を行った結果を示している。5.3

節では各層にエネルギ吸収要紫を持つ5層 1スパンの多層骨組を、 54節では 4層ごとにエネルギ吸

収届を待つ 20層3スパンの多層骨組を扱っている。これらの例題を解く過程で次のようなことがわ

かった。

.エネルギ吸収要素が履歴裂の場合、第3章に示したようにD，値に下限値が存在するため、小さ
い許容層間変形角8lim'こ対してはエネルギ吸収要素を設計できなし、。このような場合には、許

容層間変形角Bhmの値を大きくする、柱の断面を大きくするなどの修正を行えばよい。

.転倒モーメントによる付加軸カを受ける柱の座屈耐力は、 l次モードの座屈耐力より大きくな

ることを第4章に示した。このような座屈耐力の増加を考慮に入れれば、鉛I立荷重に対しての

み設計を行った柱でも地震荷量による付加軸力に耐え得る場合がある。
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第 6章

結語

本論文では、エネルギ輸に基づく耐震極限設計法に立脚して、大地震時の損傷を骨組中の特定の層

にのみ集中させる「エネルギ集中型柔剛混合構造Jを提案した。この櫛造形式は、特定庖の強度を他

の届の強度に対して意図的に低減させることによって地震入力エネルギの大部分を強度を低減させ

た特定層に集中させ、その特定眉に設けたエネルギ吸収要素により地震入力エネルギの大半を吸収

させて、構造物の主要部材である柱と援を極限地震時にも弾性に留めることを意図している。そして

この櫛造形式を対象として、エネルギ応答特性及びエネルギ吸収要素の機能を最大限に発揮させる

ための設計条件を計算機を用いた地震応答解析により明らかにし、本構造形式の主往の座屈耐力を

骨組模型を用いた実験によって詳細に評価した。さらに、これらの地震応答解析や座屈実験の結果を

用いた本構造形式の設計法を提案して、簡単な骨組の試設計を行った。

第 3:1転では、エネルギ集中型柔剛混合構造の地震応答が、簡単なエネルギのつりあい式を用いて予

測できるかどうかを地震応答解析によって検鉦した。さらに、エネノレギ集中層と弥性に留まる一般

層とで構成される振動系についても同様の地震応答予担IJが可能であるかどうかを地震応答解析によっ

て検証した。その結果、次のことが明らかになった。

Iエネルギ吸収要素を待つ 1質点振動系の地震応答が、簡単なエネルギのつりあい式 ((3.11)式)

を用いることにより予測できる。

2 各層にエネルギ吸収要素を持つ多質点系の地震応答やエネルギ応答性状(吸収エネルギ分布)を

予測する方法としては、多質点振動系の地震応答予測に関する既往の多くの研究から次の二通

りの方法が考えられる。

(a)損傷集中指数を用いる方法

(b)モーダル・アナリシスによる方法

本論文では、これらの方法を拡張することによってエネルギ応答性状まで予測できるかどうか

を検討した。その結果、損傷集中指数を用いる方法に関しては、次のことがわかった。

.柔剛混合の骨組は、柔剛混合でない骨組に比べて損傷集中指数の値が小さい。つまり、柔

剛混合骨組は通常の骨組に比べて強度分布が吸収エネルギ分布に対して鈍感である。

・柔剛混合のせん断型骨組(柱降伏型骨組)においては、損傷集中指数の値として (3.48)式

に示す値を用いればよL、。

モーダJレ・アナリシスによる方法については、次のことがわかった。

.エネルギ吸収要素が庖歴型のものである場合には、等価線形化を行い粘性型に置換するこ

とにより、粘性型の場合と同様に扱うことが可能である。

.各層がほぼ一機にエネルギを吸収することを意図するような骨組については、 VEスベク

トルを用いたモーダル ・アナリシスによって地震応答やエネルギ応答性状を予測すること

ができる。
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.強度ギャップがあることにより特定の層ヘエネルギが集中するような骨組については、モー

ダJレ・アナリ シスによる応答予測手法では、エネルギが集中する層でのエネノレギ吸収事を

正確に予測することができるとは限らない。このことは、モーダル・ アナリシスが弥性論

に基づく手法であり、強度ギャyプによる損傷集中という現象を捉えることができないこ

とが理由であると考えられる。

3エネルギ吸収届と極限地震時にも弾性に留まる一般層とが併存する質点系については、その多

質点系を各層にエネルギ吸収要素を持つような振動系に置換することにより、 2の場合と同禄

の方法で地震応答を予測することができる。

第4章では、水平カによる転倒モーメント下での外柱の座屈現象を明らかにし、そのような荷量条

件の下での柱の座屈耐カを正殖に評価するために行った模型実験と数値解析の結果について述べて

いる。これらの模型実験と数値解析の結巣は次のようにまとめることができる。

l簡易な模型実験によって、転倒モーメ ントによる付加軸力を受ける骨組の外住の座屈耐力が 1

次モードの座屈耐力より大きくなることを磁認することができた。さらに、実験結果から次の

ことが明らかになった。

.転倒モーメン卜による付加納力を受ける柱の座屈耐力の大きさは、 1次モー ドによる座屈

耐力より大きく、 2次モードによる座屈耐力より小さくなっている。

.座屈時の水平変位が大きくなるほど、転倒モーメン卜による付加軸力を受ける柱の座屈耐

カは小さくなる傾向がある。

2. 1の実験結果は、 4.3節で述べたような数値解析により予測できる。

3. 1.，2の結果は、転倒モーメント下における柱の座屈に対する設計式(45式)としてまとめるこ

とができる。模型実験で用いた柱は矩形断面のものであるが、 実際の構造物に用いられる柱に

ついても上述の設計式を適用できることを2と同様の数値解析を行うことによって確認した。

第5章では、第3章で述べたエネルギ集中型柔剛混合骨組の地震応答に関する性質と、第4章で述

べた転倒lモーメント下における多層骨組の位の座屈に関する性質とを用いて、エネルギ集中型柔剛

混合骨組の耐震設計法を提案した。この設計法の特徴は、次の二点にまとめることか'Cきる。

・主骨組の柱・梁の断面は、鉛直荷重に対する弾性設計によって決定する。

・エネlレギ吸収要紫の諸性能は、地震時における各層の届!凶変形角が所定の許容範聞内に収まる

ように設定する。

通常はエネルギ吸収要素の諸性能があらかじめ与えられており、その条件の下で骨組の設計を行うこ

とになるので、用いるエネjレギ吸収要素を設計に先立つて決めておく必要がある。しかし本章で提案

する設計法では、用いるエネルギ吸収要素を骨組を設定した後から決めることができ、「鉛直荷重に

対する設計と水平荷量に対する設計の分般」が実現できている。この設計法を用いて簡単な骨組の試

設計を行った。その過程で次のことを確認することができた。

・エネルギ吸収要素が履歴型の場合、第3章に示したようにD，値に下限値が有在するため、小さ
い許容層間変形角的im'こ対してはエネルギ吸収要素を設計できない。このような場合には、許

容層間変形角Olimの値を大きくする、柱の断面を大きくするなどの修正を行えばよい。
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.転倒モーメン卜による付加軸カを受ける住の座屈耐力は、l次モードの座屈耐力より大きくな

ることを第 4 章に示した。 このような座屈耐力の増加を考慮に入れれば、鉛iã~，可重のみに対し

て設計された柱でも地震荷重による付加軸カに耐え得る場合がある。

本論文では、エネルギ集中型柔剛混合構造という構造形式を提案し、その可能性を理論的に検証し

た。しかし、この構造形式を実現させるために解決するべき現実的なl問題についてまでは考察を行わ

なかった。最後に、これらの現実的な課題とその解決への見通しを述べておくことにする。エネルギ

集中型柔剛混合情造を実現させるために解決するべき課題は大きく次のように分類できる。

l コストに関する問題

2エネルギ吸収要素の開発に関する問題

3上下動の評価に関する問題

4 心理的 ・感覚的な問題

1については、本論文で提案した構造形式はいかなる規模の骨組にも理論上は適用が可能である

が、構造躯体にかかるコストを現行の設計法による骨組と本構造形式による骨組とで比較してみる

と適用限界があると考えられる。真瀬は第 l層エネノレギ集中型柔剛混合鉄骨耐震構造について、現行

の設計法で設計される中低層骨組に対しては本構造形式によるコスト低減の可能性があり、現状では

10層以下程度の建物への適用を考えるべきだと述べている32)。この意見は現在使用できる構造部材

やエネルギ吸収要素の性能に基づくものであり、今後の構造部材やエネルギ吸収要素の性能の向上に

伴い、本論文で提案した構造形式による骨組が実現可能な範図は広がっていくことになるだろう。

2については、既に免震構造、市j震構造などの分野で非常に多くのエネルギ吸収要素品切f究・開発

されている。本論文中で粘性型と呼んでいたタイプのエネルギ吸収要素については、路築の分野だけ

でなく機械の分野でも用いられているため非常に多くの研究結泉が存在し、将来に優れた性能を備

えたエネルギ吸収要素が出現する紫地があると言うことができるだろう。廠1ft型のタイプのエネノレギ

吸収要素については、現段階ではそのエネルギ吸収能力を過小評価している可能性がある。なぜな

ら、鋼素材のエネルギ吸収能力を評価する際には、通常は累積塑性変形倍率の大きさで評価する場

合が多いが、鋼素材のパウシンガー効果による吸収エネルギがスケルトン郊による吸収エネルギを

上回るほど大きくなる場合があるという研究結巣33)が発表されているからである。今後、パウシン

ガー効果による吸収エネルギを定1量的な評価が行われれば、現在存在する履1ft型のエネルギ吸収要

素についても現状よりも大きなエネルギ吸収能力を期待できることになる。

3については、上下動については現行の設計法では何の規定もなく、骨組の設計においてあまり

配慮されていないのが現状であり、よ下動による柱の付加軸カについての研究も多くない。今までの

強震記録では、上下動による総入力エネルギは水平動のそれの高々12%程度であり、通常の骨組の設

計では上下動を考慮、しなくても十分安全な設計が可能であろう。しかし、本論文で提案した構造形式

では主柱は通常の骨組よりも細長い部材を用いる必要があり、この際座屈の問題が重要となるため、

柱に加わる軸カについて待度の高い評価が必要となる。直下型地震では上下動は水平動のそれに比

べて無視できないという借摘もあり、入力地震波によっては骨組の総重量を上回るほどの最大応答軸

カが生じることも考えられる。このようなことを考えれば、骨組の極限設計で倣うべき上下動の入力

レベルの定量化は最も重要な課題の一つであると言うことができる。

4については、大変形に対しでも弥性に留まるような主柱などの構造躯体に関する技術的な諜題

が解決され、さらにそのような大変形に対して二次部材の変形追従性を磁保することが可能となれ

ば、耐震安全性を損なうことなく経済的な骨組の設計ができることになる。しかし、許容できる骨組

の最大変形量は技術的な側面だけではなく、居住性という人間の心理的・感覚的な側面によっても規

152 



定される。したがって、本論文で提案するような摘造形式を実現させる上では、骨組の変形が居住者

にどのような心理的・感覚的影響を与えるのかということについても十分考慮しておく必要があるだ

ろう。
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